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序 文 

目的 

「化学物質の初期リスク評価書」は、独立行政法人 新エネルギー・産業技術開発機構から委

託された化学物質総合評価管理プログラムの一環である「化学物質のリスク評価及びリスク評

価手法の開発」プロジェクトの成果である。このプロジェクトは、「特定化学物質の環境への排

出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」 (化学物質排出把握管理促進法) の対象化

学物質を中心に有害性情報、排出量等の暴露情報など、リスク評価のための基礎データを収集・

整備するとともに、これらを利用したリスク評価手法を開発し、評価するものである。 

「化学物質の初期リスク評価書」では、環境中の生物及びヒト健康に対する化学物質のリス

クについてスクリーニング評価を行い、その結果、環境中の生物あるいはヒト健康に悪影響を

及ぼすことが示唆されると判断された場合は、その化学物質に対して更に詳細な調査、解析及

び評価等の必要とされる行動の提案を行うことを目的とする。 
 

初期リスク評価の対象 

化学物質排出把握管理促進法第一種指定化学物質のうち、生産量、環境への排出量及び有害

性情報などを基に選択した化学物質を初期リスク評価の対象とする。環境中の生物への影響に

ついては、有害性評価手法が国際的に整えられている水生生物を対象とする。ヒト健康への影

響については、我が国の住民を対象とし、職業上の暴露は考慮しない。 
 
公表までの過程 

財団法人 化学物質評価研究機構及び独立行政法人 製品評価技術基盤機構が共同して評価書

案を作成し、有害性評価 (環境中の生物への影響及びヒト健康への影響) については外部の有

識者によるレビューを受け、その後、経済産業省化学物質審議会管理部会・審査部会安全評価

管理小委員会の審議、承認を得ている。また、暴露評価及びリスク評価については独立行政法

人 産業技術総合研究所によるレビューを受けている。本評価書は、これらの過程を経て公表し

ている。 

 
 
なお、本評価書の作成に関する手法及び基準は「化学物質の初期リスク評価指針 Ver. 2.0」及び

「作成マニュアル Ver. 2.0」として、ホームページ (http://www.nite.go.jp/) にて公開されている。 

初期リスク評価書 Ver. 0.4  
(原案) 

初期リスク評価書 Ver. 0.1 
 有害性評価 リスク評価 暴露評価 

暴露評価 リスク評価 有害性評価 

初期リスク評価書 Ver. 1.0 
(公表版) 

経済産業省 委員会
審議・承認

暴露評価 リスク評価 

レビュー レビュー 

有害性評価 
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要    約 

 

 エチレングリコールは無色液体であり、融点は－13℃である。 

エチレングリコールは、主にポリエステル繊維やポリエチレンテレフタレート (PET) 樹脂の

合成原料として使用されており、不飽和ポリエステル樹脂、アルキッド樹脂やウレタン樹脂等

の工業樹脂の合成原料にも用いられている。その他に不凍液として自動車、飛行機などに使わ

れている。2003年度の国内供給量は約 670,000トンである。2003年度の PRTRデータによると、

エチレングリコールは 1 年間に全国合計で、大気へ 2,858 トン、公共用水域へ 1,215 トン、土

壌へ 464トン排出されると推定した。環境への主な排出経路は、非対象業種における水性塗料

の使用及び窯業における成型助剤の蒸散による大気への排出、化学工業及び繊維工業等におけ

るエチレングリコールを原料とする製品の製造工程からの公共用水域への排出と考えられる。

エチレングリコールは、環境水中に排出された場合は、容易に生分解により除去されると推定

される。また、環境水中から大気への揮散による除去はほとんどないと推定される。エチレン

グリコールの生物濃縮係数 (BCF) の測定値としては、淡水魚のゴールデンオルフェで 10、ザ

リガニで 0.27との報告があり、水生生物への濃縮性は低いと推定される。 

 

エチレングリコールの濃度として、大気、公共用水域、飲料水及び食物中の濃度は調査した

範囲では得られていない。 

また、PRTR 排出量データと数理モデルを用いてエチレングリコールの大気中濃度及び河川

水中濃度の推定を行った。その結果、最大値はそれぞれ 1.6μg/m3及び 26μg/Lであった。 

水生生物が生息する指定環境濃度 (EEC) は、測定結果の採用候補がないため、推定結果で

ある 26μg/Lを用いた。 

ヒトがエチレングリコールに暴露する経路としては、呼吸による大気からの吸入暴露、飲料

水及び食物を摂取することによる経口暴露が主として考えられる。エチレングリコールの大気

中濃度 (1.6μg/m3: 推定値)、飲料水中濃度の代用として河川水中濃度 (26μg/L: 推定値) 及び

魚体内濃度 (26μg/kg: 推定値) より、ヒトの体重 1 kg あたりの 1 日推定摂取量を 0.64μg/kg/

日 (吸入経路)、1.1μg/kg/日 (経口経路) と推定した。 

 

エチレングリコールの環境中の水生生物に対する有害性データとして、藻類、甲殻類及び魚

類のいずれについても急性及び長期毒性試験結果が得られている。急性毒性試験の最小値は、

藻類のセレナストラムの生長阻害を指標とした 96時間 EC50の 7,900 mg/Lであった。長期毒性

試験の最小値は甲殻類のオオミジンコの繁殖を指標とした 21日間 NOECの 100 mg/Lであり、

この値が得られた水生生物に対する毒性データのうち最小値であった。この値と EEC 26μg/L

を用いて暴露マージン (MOE)を算出した結果、MOE は 3,800 で、この値はリスク評価に用い

た毒性試験データに関する不確実係数積 10より大きく、現時点ではエチレングリコールが環境

中の水生生物に悪影響を及ぼすことはないと判断する。 

 

ヒトの事例では、エチレングリコールは多量摂取されると中枢神経系及び腎臓に影響を及ぼ

し、蒸気吸入暴露試験では、喉及び上気道へ刺激がみられている。 
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エチレングリコールの実験動物に対する反復投与毒性試験では、吸入経路において、調査し

た範囲ではヒト健康への影響のリスク評価に適切な反復投与毒性試験の報告は得られなかった。 

経口経路については、2 年間強制経口投与試験の腎臓障害に基づく尿中ショウ酸塩の結晶の

排出を指標とした NOAELは 40 mg/kg/日がある。 

生殖・発生毒性については、ラットを用いた 3世代生殖毒性試験、マウスを用いた 14週間飲

水投与した連続繁殖試験及びマウス、ラット、ウサギを用いた発生毒性試験が行われている。

生殖能に対する影響の最少の NOAELは連続繁殖試験での 840 mg/kg/日であった。発生毒性の

最少の NOAELはマウスでの過剰肋骨の発生を指標とした 150 mg/kg/日であった。いずれも反

復投与毒性の NOAEL 40 mg/kg/日に比べ高い値であるため、生殖・発生毒性に対する MOEは

算出しない。 

遺伝毒性については、in vitroでは復帰変異試験、遺伝子突然変異試験、染色体異常試験、姉

妹染色分体交換試験及び DNA損傷性試験において陰性であった。in vivoでは、優性致死試験、

染色体異常及び小核試験において陰性であった。また、in vitro及び in vivoの一部の試験で陽性

を示したものもあるが、用量依存性がないなど、いずれも試験結果に信頼性がない。これらの

結果から、エチレングリコールは遺伝毒性を有さないと判断する。 

発がん性については、ラット、マウスを用いた、経口及び皮下投与で実施された発がん性試

験では、いずれも投与に関連した腫瘍の発生はなかった。また、発がん性の疫学調査として、

エチレングリコールと腎臓がんの症例対照研究では相関はみられなかったと報告されているが、

対照人数が少なく判断材料にはならない。IARC ではエチレングリコールの発がん性を評価し

ていない。 

エチレングリコールの影響を吸入暴露で評価できる試験データが無いため、ヒトの経口経路

及び両経路の合計推定摂取量と経口経路の無毒性量を用いて MOE を算出した。その結果、エ

チレングリコールの経口経路及び全経路に対する MOEはそれぞれ 36,000 (経口)、24,000 (全経

路) であり、いずれもリスク評価に用いた毒性試験データに関する不確実係数積 100 より大き

く、エチレングリコールは現時点ではヒト健康に悪影響を及ぼすことはないと判断する。 

 

以上のことから、現時点の環境中濃度において、エチレングリコールは環境中の水生生物及

びヒト健康に対し悪影響を及ぼすことはないと判断する。 
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1．化学物質の同定情報 
1.1 物質名 :エチレングリコール 

1.2 化学物質審査規制法官報公示整理番号 2-230 
1.3 化学物質排出把握管理促進法政令号番号 :1-43 
1.4 CAS登録番号 :107-21-1 
1.5 構造式  

HO C

H

H

C

H

H

OH

 
1.6 分子式 :C2H6O2 
1.7 分子量 :62.07 

 

 
2．一般情報 

2.1 別 名 

1,2-ヒドロキシエタン、1,2-エタンジオール、エチレンジヒドラート、グリコールアルコー

ル 

 
2.2 純 度 

99 %以上 (一般的な製品) (化学物質評価研究機構, 2002a) 

  
2.3 不純物 

ジエチレングリコール (一般的な製品) (化学物質評価研究機構, 2002a) 

 
2.4 添加剤又は安定剤 

無添加 (一般的な製品) (化学物質評価研究機構, 2002a) 

 
2.5 現在の我が国における法規制 

化学物質排出把握管理促進法:第一種指定化学物質 

消防法:危険物第四類第三石油類 

労働安全衛生法:名称等を通知すべき有害物 

海洋汚染防止法:有害液体物質 D類 

 

 
3．物理化学的性状 

 外 観: 無色液体 (IPCS, 2000a) 

 融 点: －13℃ (Merck, 2001) 
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 沸 点: 197.6℃     (Merck, 2001) 

 引 火 点: 111℃ (密閉式)    (IPCS, 2000a ; NFPA, 2002) 

 115℃ (開放式)    (Merck, 2001) 

発 火 点: 398℃     (IPCS, 2000a ; NFPA, 2002) 

 爆 発 限 界: 3.2～15.3 vol % (空気中)   (IPCS, 2000a) 

            3.2 vol % (下限界、空気中)   (NFPA, 2002) 

 比   重: 1.1135 (20℃/4℃)    (Merck, 2001) 

 蒸 気 密 度: 2.14 (空気 = 1、計算値) 

 蒸 気 圧: 7 Pa (20℃)、30 Pa (30℃)   (Verschueren, 2001) 

 分 配 係 数: ｵｸﾀﾉｰﾙ/水分配係数 log Kow = －1.36 (測定値)、－1.2 (推定値)  

       (SRC:KowWin, 2003) 

 解 離 定 数: pKa = 15.1     (SRC:PhysProp, 2002) 

 スペクトル: 主要マススペクトルフラグメント 

 m/z 31 (基準ピーク = 1.0)、43 (0.06)、62 (0.03) (NIST, 1998) 

 吸 脱 着 性: 土壌吸着係数 Koc = 1 (推定値)  (SRC:PcKocWin, 2003) 

溶 解 性: 水: 混和     (Merck, 2001) 

 アセトン:混和、エーテル:難溶、ベンゼン:不溶 (Merck, 2001) 

ﾍ ﾝ ﾘ ｰ定数: 6.08×10-3 Pa･m3/mol (6.00×10-8 atm･m3/mol ) (25℃、測定値)  

(SRC:PhysProp, 2002) 

 換 算 係 数: (気相、20℃) 1 ppm = 2.58 mg/m3、1 mg/m3 = 0.388 ppm (計算値) 

 

 
4．発生源情報 

4.1 製造・輸入量等 

エチレングリコールの 1999年から 2003年までの 5年間の製造量、輸入量等を表 4-1に示す 

(経済産業省, 2004; 財務省, 2005)。 

 

表 4-1 エチレングリコールの製造・輸入量等 (トン) 
 年 1999 2000 2001 2002 2003 
製造量 922,273 929,882 787,323 733,448 814,364 
輸入量  71,094  45,007  37,167  40,036  59,902 
輸出量 290,811 223,504 102,011 121,262 201,998 

国内供給量 1) 702,556 751,385 722,479 652,222 672,268 
(製造量: 経済産業省, 2004、輸出入量: 財務省, 2005) 
1) 国内供給量＝製造量＋輸入量－輸出量とした。 

 

 

4.2 用途情報 

エチレングリコールの用途及びその使用割合を表 4-2に示す (製品評価技術基盤機構, 2004)。 

エチレングリコールは主にポリエステル繊維やポリエチレンテレフタレート (PET) の合成

原料として使用されており、不飽和ポリエステル樹脂、アルキッド樹脂やウレタン樹脂等の工
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業樹脂の合成原料にも用いられている。その他に不凍液として自動車等や飛行機などに使われ

ている。 

 

表 4-2 エチレングリコールの用途別使用量の割合 

用途 
割合 
(%) 

ポリエステル繊維 29 
PETボトル (21%) 

PET 
PETフィルム他 (17%) 

38 

合
成
原
料 

工業樹脂原料 
不飽和ポリエステル樹脂、ア

ルキド樹脂、ウレタン樹脂 
6 

不凍液 
飛行機の除氷液、自動車等の

冷却液・ブレーキ液、水性塗

料など 
9 

その他 

セロファンの軟化剤、写真の

現像液、染料・香料化粧品、

農薬・シロアリ防除剤の補助

剤、窯業の成形助剤など 

18 

合計 100 
(製品評価技術基盤機構, 2004) 

 

 

4.3 排出源情報 

4.3.1 化学物質排出把握管理促進法に基づく排出源 

化学物質排出把握管理促進法に基づく「平成 15年度届出排出量及び移動量並びに届出外排出

量の集計結果」(経済産業省, 環境省, 2005a) (以下、2003年度 PRTRデータ) によると、エチレ

ングリコールは 1年間に全国合計で届出事業者から大気へ 686トン、公共用水域へ 987トン、

土壌へ 237トン排出され、廃棄物として 13,519トン、下水道に 345トン移動している。また届

出外排出量としては対象業種の届出外事業者から 259 トン、非対象業種から 2,364 トン、家庭

からは 5トンの排出量が推計されている。移動体からの排出量は推計されていない。 

 

a. 届出対象業種からの排出量と移動量 

2003年度 PRTRデータに基づき、エチレングリコールの届出対象業種別の排出量と移動量を

表 4-3に示す (経済産業省, 環境省, 2005a,b)。 

届出対象業種からのエチレングリコールの大気への排出は主に窯業・土石製品製造業におけ

る成型助剤としての使用に伴う排出である。公共用水域へは化学工業及び繊維工業から、土壌

へは燃料小売業からが主な排出である。また、全体的には排出量よりも廃棄物としての移動量

が最も多い。 
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表 4-3 エチレングリコールの届出対象業種別の排出量及び移動量 (2003年度実績)(トン/年) 

届出 届出外
 届出と届出外の

排出量合計 
排出量 移動量 業種名 

大気 公共用

水域 土壌 廃棄物 下水道

排出量 
(推計) 排出計 2) 割合 2) 

(％) 

窯業・土石製品

製造業 
456  ＜0.5 0  42  3  1  457  21  

化学工業 35  409  ＜0.5 4,752 92  0  444  20  

繊維工業 6  338  0  195  75  15  359  17  

燃料小売業 0  110  234  68  2  ＜0.5 344  16  

自動車整備業 ＜0.5 42  0  6,028 67  166  208  10  

パルプ・紙・紙

加工品製造業 
28  36  0  17  10  5  69  3  

衣服・その他の

繊維製品製造業 
1  10  0  4  0  38  49  2  

輸送用機械器具

製造業 
32  0  0  126  ＜0.5 1  33  2  

電気機械器具製

造業 
24  7  0  880  8  2  33  2  

その他 1) 104  35  3  1,407 89  30  172  8  

合計 2) 686  987  237  13,519 345  259  2,168  100 

 (経済産業省, 環境省, 2005a,b) 
1)「その他」には、上記以外の届出対象業種の合計排出量を示した。 
2) 四捨五入のため、表記上、合計があっていない場合がある。 
0.5トン未満の排出量及び移動量はすべて「＜0.5」と表記した。 
 

 

b. 非対象業種、家庭及び移動体からの排出量 

エチレングリコールの非対象業種及び家庭からの排出量を表 4-4 に示す (経済産業省, 環境

省, 2005b)。 

エチレングリコールは、水系塗料の凍結防止剤として用いられており、非対象業種の事業者

及び家庭から塗料の使用に伴いそれぞれ 2,138 トン及び 4 トン環境中への排出量があると推計

されている。また、エチレングリコールは農薬及びシロアリ防除剤の補助剤としても使用され

ており、非対象業種の事業者及び家庭から農薬の散布に伴いそれぞれ 218トン及び 1トンの排

出量が、さらに、非対象業種の事業者からはシロアリ防除剤の使用に伴い 8トン環境中へ排出

されていると推計されている (経済産業省, 環境省, 2005b)。なお、移動体からの排出について、

エチレングリコールは推計対象となっていない (経済産業省, 環境省, 2005b)。 
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表 4-4 エチレングリコールの非対象業種及び家庭からの排出量 (2003年度実績)(トン/年) 

排出区分 
排出量 
(推計) 

塗料 2,138 

農薬 218 非対象業種 

シロアリ防除剤 8 

塗料 4 
家庭 

農薬 1 

合計 2,369 
(経済産業省, 環境省, 2005b) 

 

 

4.3.2 その他の排出源 

2003年度 PRTRデータで推計対象としている以外のエチレングリコールの排出源に関する情

報については、調査した範囲では得られていない。 

 

4.4 環境媒体別排出量の推定 

各排出源におけるエチレングリコールの環境媒体別排出量を表 4-5 に示す (製品評価技術基

盤機構, 2006)。 

その際、2003年度 PRTRデータに基づく届出対象業種の届出外事業者からの排出量について

は、届出データにおける業種ごとの大気、公共用水域、土壌への排出割合を用いて、その環境

媒体別の排出量を推定した。 

また、非対象業種及び家庭における、塗料からの排出はその排出形態が塗料からの蒸散であ

ることから大気への排出、シロアリ防除剤及び農薬の使用に伴う排出は土壌への排出であると

仮定した。 

以上のことから、エチレングリコールは、1 年間に全国で、大気へ 2,858 トン、公共用水域

へ 1,215トン、土壌へ 464トン排出されると推定した。 

ただし、廃棄物としての移動量及び下水道への移動量については、各処理施設における処理

後の環境への排出を考慮していない。 
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表 4-5 エチレングリコールの環境媒体別排出量 (2003年度実績)(トン/年) 
排出区分 大気 公共用水域 土壌 

 対象業種届出 686  987  237  

 対象業種届出外 1) 30  228  1  

 シロアリ防除剤 0  0  8  

 塗料 2,138  0  0  

 農薬 0  0  218  
 非対象業種 2) 

 小計 2,138  0  226  

 塗料 4  0  0  

 農薬 0  0  1   家庭 2) 

 小計 4  0  1  

合計 3) 2,858  1,215  464  

 (製品評価技術基盤機構, 2006)  
1) 大気、公共用水域、土壌への排出量は、業種ごとの届出排出量の排出割合と同じと仮定し、推定した。 
2) 大気、公共用水域、土壌への排出量は、物理化学的性状及び用途から推定した。 
3) 四捨五入のため、表記上、合計があっていない場合がある。 

 

 

また、公共用水域へ排出される届出排出量 987トンのうち、排水の放流先が河川と届け出ら

れている排出は 545 トンであった (経済産業省, 2005)。届出以外の公共用水域への排出につい

てはすべて河川への排出と仮定すると、河川への排出量は 773トンとなる。 

 

4.5 排出シナリオ 

日本化学工業協会加盟企業のうち化学工業製品を製造・使用していると考えられる企業を対

象として実施している調査によると 2003 年度のエチレングリコールの製造段階での排出量は

大気へ 1トン、公共用水域へ 15トンであり、土壌への排出はないと報告されている (日本化学

工業協会, 2005)。 

また、エチレングリコールの使用段階での排出については、水性塗料の凍結防止剤や窯業で

の成型助剤として使用されているという用途情報及び 2003年度 PRTRデータ等から判断して、

その主な排出経路は、塗装工程と成型工程における水性塗料と成型助剤の蒸散による大気への

排出と考えられる。 

 

 

5．環境中運命 

5.1 大気中での安定性 

a. OHラジカルとの反応性 

対流圏大気中では、エチレングリコールと OHラジカルとの反応速度定数が 8.32×10-12 cm3/

分子/秒 (25℃、推定値) である (SRC:AopWin, 2003)。OHラジカル濃度を 5×105～1×106 分子

/cm3とした時の半減期は 1～2日と計算される。 
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b. オゾンとの反応性 

調査した範囲内では、エチレングリコールとオゾンとの反応性に関する報告は得られていな

い。 

 

c. 硝酸ラジカルとの反応性 

調査した範囲内では、エチレングリコールと硝酸ラジカルとの反応性に関する報告は得られ

ていない。 

 

5.2 水中での安定性 

5.2.1 非生物的分解性 

エチレングリコールには加水分解を受けやすい化学結合はないので、水環境中では加水分解

されない。 

 

5.2.2 生分解性 

エチレングリコールは、化学物質審査規制法に基づく好気的生分解性試験では、被験物質濃

度 100 mg/L、活性汚泥濃度 30 mg/L、試験期間 2週間の条件において、生物化学的酸素消費量 

(BOD) 測定での分解率は 90 %であり、良分解性と判定されている。なお、全有機炭素 (TOC) 測

定での分解率及びガスクロマトグラフ (GC) 測定での分解率は、それぞれ 100 %であった (通商

産業省, 1988)。 

馴化した都市下水由来の活性汚泥を用いた Zahn-Wellens 試験 (好気的な本質的生分解性試

験) では、エチレングリコール濃度 1,300 mg/L、活性汚泥濃度 500 mg/L、試験期間 4日間にお

ける溶存有機炭素量 (DOC) 測定での分解率は 90 %であったとの報告 (Means and Anderson, 

1981) や、未馴化の都市下水由来の活性汚泥を用いた Respirometerを用いた好気的な生分解性

試験では、被験物質濃度 500 mg/L、活性汚泥濃度 2,500 mg/L、試験期間 24時間にける BOD測

定での分解率は 40 %であったとの報告もある (Gerhold and Malaney, 1966)。この他にもエチレ

ングリコールの好気的な生分解性試験の結果があり (Bridie et al., 1979 ; Environmental Canada, 

Health Canada, 2000 ; IPCS, 2000b ; McGahey and Bouwer, 1992)、容易に生分解されることが示さ

れている。その他、エチレングリコールの生分解性に関する総説があり、未馴化の微生物を用

いた好気的条件下での分解半減期は、2～12日としている (Howard et al., 1991)。 

エチレングリコールの好気的な生分解経路としては、グリコール酸、グリオキサール酸を経

て二酸化炭素と水に到るルートが考えられている (Willetts, 1981)。 

一方、エチレングリコールは、都市下水由来の消化汚泥に含まれるメタン発酵菌を馴化させ

てから用いた嫌気的生分解性試験では、被験物質濃度 2,482 mg/L、活性汚泥濃度 100 mg/L、試

験期間 52時間の条件において、GC 測定での分解率は 100 %であった (Dwyer and Tiedje, 1983)。

この他にもエチレングリコールの嫌気的な生分解性試験結果  (Battersby and Wilson, 1989 ; 

Hovious et al., 1973 ; Loekke, 1984) があり、生分解されることが示されている。その他、エチレ

ングリコールの生分解性に関する総説があり、未馴化の微生物を用いた嫌気的条件下での分解

半減期は、8～48日としている (Howard et al., 1991)。 

エチレングリコールの嫌気的な生分解経路としては、アセトアルデヒドを経由して、酢酸と
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エタノールに変換され、最終的にはメタンに到るルートが考えられる (Dwyer and Tiedje, 1983)。 

以上のことから、エチレングリコールは好気的条件下及び嫌気的条件下で生分解されやすい

と推定される。 

 

5.2.3 下水処理による除去 

調査した範囲内では、エチレングリコールの下水処理による除去に関する報告は得られてい

ない。 

 

5.3 環境中分布推定 

エチレングリコールが、大気、水域又は土壌のいずれかに定常的に排出されて定常状態に到

達した状態、すなわち、大気、水域、土壌及び底質間の移動、系外への移動・分解などによる

減少が釣り合った後に残存しているエチレングリコールの環境中での分布をフガシティモデ

ル・レベル III (Mackay et al., 1992) により推定した (表 5-1)。なお、環境への排出は、大気、水

域及び土壌の各々に個別に排出される 3 つのシナリオを設定した  (化学物質評価研究機構, 

2001)。 

エチレングリコールが大気に排出された場合は土壌に 5割強、水域に約 4割分布し、水域に

排出された場合は主に水域に分布し、また、土壌に排出された場合は土壌に 6 割強、水域に 3

割強分布するものと推定される。 

 

表 5-1 エチレングリコールのフガシティモデル・レベルIIIによる環境中分布推定結果 
分布 (%) 

シナリオ 
大気 水域 土壌 底質 

シナリオ 1 
(大気中に 100%排出) 

0.3 42.8 56.8 0.2 

シナリオ 2 
(水域中に 100%排出) 

0.0 99.6 0.0 0.4 

シナリオ 3 
(土壌中に 100%排出) 

0.0 34.5 65.3 0.1 

(化学物質評価研究機構, 2001) 

 

 

5.4 環境水中での動態 

エチレングリコールの蒸気圧は 7 Pa (20℃)、水には混和 (20℃) し、ヘンリー定数は 6.08×10-3 

Pa･m3/mol (25℃) であるので (3章参照)、水中から大気への揮散は殆んどないと推定される。エ

チレングリコールの土壌吸着係数 Kocの値は 1 (3章参照) であるので、水中の懸濁物質及び底

質には吸着され難いと推定される。一方、エチレングリコールの解離定数 pKa は 15.1 (3 章参

照) であり、一般の環境水中では水酸基は解離しないので、懸濁物質及び底質に含まれるフミ

ン物質 (腐食物質の主成分) のアミノ基やイミノ基などとの結合は考えられない。 

以上のこと及び 5.2 の結果より、環境水中にエチレングリコールが排出された場合は、容易

に生分解により除去されると推定される。環境水中から大気への揮散による除去は殆んどない

と推定される。 
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5.5 生物濃縮性 

エチレングリコールの生物濃縮係数  (BCF) の測定値としては、ゴールデンオルフェで 10 

(Freitag et al., 1985)、ザリガニで 0.27 (Khoury et al., 1993) との報告があり、エチレングリコール

の水生生物への濃縮性は低いと推定される。 

 

 

6．暴露評価 

この章では、大気、公共用水域、飲料水、食物中濃度の測定データの収集、整理と、PRTR

排出量データから大気、河川水中濃度の推定を行い、水生生物のリスク評価を行うための推定

環境濃度 (EEC) と、ヒト健康のリスク評価を行うための吸入経路及び経口経路の推定摂取量

を決定する。 

 

6.1 環境中濃度 

6.1.1 環境中濃度の測定結果 

ここでは、環境中濃度に関する既存の測定報告についての調査を行い、その結果の概要を示

すとともに、暴露評価に用いる濃度の採用候補を選定する。 

 

a. 大気中の濃度 

エチレングリコールの大気中濃度に関する報告は、調査した範囲内では得られなかった。 

 

b. 公共用水域中の濃度 

エチレングリコールの公共用水域中濃度として、環境庁による 1977年度及び 1986年度 

の化学物質環境調査結果を表 6-1に示す (環境庁, 1978,1987)。この調査は、一般環境中におけ

る残留状況を把握するために行っている。1977年度に調査した海域の 6検体では、不検出であ

ったが、1986年度に海域の 2検体から検出され、測定値の 95パーセンタイルは 1.3μg/Lであ

った。 

 

表 6-1  エチレングリコールの公共用水域中の濃度  
調査

年度 
水域 

検出地点数 
/調査地点数 

検出数 
/検体数 

検出範囲 
(μg/L) 

95 ﾊﾟｰｾﾝﾀｲﾙ 
(μg/L) 

検出限界 
(μg/L) 

1977 海域 0/2 0/6 nd  100-400 
河川 0/1 0/3 nd  

1986 
海域 2/7 2/21 nd-2.0 1.3 

0. 8 

     (環境庁, 1978,1987) 
nd : 不検出 
不検出検体は検出限界の 1/2の値として 95パーセンタイルを算出 
文献中の調査地点名で「～河口」と記されているものは一律「海域」に分類した 

 

 

また、参考として 1977年度及び 1986年度に環境庁による上述の調査において測定された底
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質中濃度を表 6-2に示す (環境庁, 1978,1987)。その結果、すべての年度において不検出であっ

た。 

 

表 6-2  エチレングリコールの底質中の濃度  

調査年度 
検出地点数 
/調査地点数 

検出数 
/検体数 

検出範囲 
(μg/g-dry) 

検出限界 
(μg/g-dry) 

1977 0/2 0/6 nd 1-2 
1986 0/8 0/24 nd 0.06 

          nd : 不検出 
          (環境庁, 1978,1987) 

 

 

c. 飲料水中の濃度 

エチレングリコールの水道水中濃度及び地下水中濃度に関する報告は調査した範囲内では得

られなかった。 

 

d. 食物中の濃度 

エチレングリコールの食物中濃度及び魚体内濃度に関する報告は調査した範囲内では得られ

なかった。 

 

6.1.2 環境中濃度の推定 

ここでは、数理モデルを用いて大気及び河川の濃度推定を行う。また食物に関する測定結果

が得られなかったため、魚体内濃度の推定も行う。 

 

a. 大気中濃度の推定 

エチレングリコールの2003年度PRTR排出量データと広域大気拡散モデルAIST-ADMER Ver. 

1.5 (産業技術総合研究所, 2005; 東野ら, 2003) を用いて、全国11地域 (北海道、東北、北陸、関

東、中部、東海、近畿、中国、四国、九州、沖縄) の大気中濃度を推定した。 

 

大気への排出量分布の推定 

届出データについては、事業所所在地を排出地点とし、排出地点が特定できない推計値 (対

象業種届出外、非対象業種、家庭からの排出) については、各種統計データを利用し、メッシ

ュデータによる排出量分布の推定を行った (製品評価技術基盤機構, 2006)。 

以下に排出量分布の推定に利用した主なデータを示す。 

 

届出外排出量 : 事業所数及び従業員数 (統計情報研究開発センター, 2004a) 

 業種別製品出荷額 (経済産業調査会, 2004) 

非対象業種 : 国土数値情報 土地利用面積 (日本地図センター, 2004) 

家庭 : 世帯数、昼間人口、夜間人口 (統計情報研究開発センター, 2004b) 
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計算条件 

 エチレングリコールは、大気環境中ではガス状で存在すると考えられ (U.S.NLM: HSDB, 

2005)、以下のように計算条件を設定した。 

 

数理モデル : AIST-ADMER Ver.1.5 

計算対象地域 : 全国 (11地域) 5 km×5 kmメッシュ 

年間排出量 : 2,857トン (4. 4 参照) 

計算対象期間 : 1年 

気象データ : アメダス気象年報 2003年 (気象業務支援センター, 2005) 

パラメータ : 雨による洗浄比 1)  4.1×105 

大気中での分解係数 2) 8.3×10-6 (1/s) 

大気からの乾性沈着速度 3) 0 (m/s) 

バックグラウンド濃度 3) 0 (μg/m3) 

 

推定結果 

各地域での推定値を表 6-3に示す (製品評価技術基盤機構, 2006)。全国の年平均の最大値は、

近畿地域における1.6μg/m3であった。 

 

表 6-3 エチレングリコールの年平均大気中濃度推定結果 

計算対象地域 
最小 

(μg/m3) 
最大 

(μg/m3) 
北海道 3.9×10-6 0.13 
東北 5.2×10-5 1.2 
北陸 1.5×10-5 0.055 
関東 3.1×10-6 0.90 
中部 8.2×10-5 0.69 
東海 1.4×10-4 0.21 
近畿 1.2×10-4 1.6 
中国 4.5×10-5 1.5 
四国 5.8×10-5 0.075 
九州 1.4×10-6 0.54 
沖縄 ＜10-9 0.026 

        (製品評価技術基盤機構, 2006) 
10-9μg/m3未満の推定結果はすべて「＜10-9」と表記した 
太字はリスク評価に用いたデータを示す 

 

 

b. 河川水中濃度の推定 

エチレングリコールの2003年度PRTRデータ (届出及び届出外排出量) から推定した全国にお

                                                        
1) (雨による洗浄比) ＝気体定数: 8.314 (Pa･m3/(mol･K))×絶対温度: 298 (K)÷ヘンリー定数: 6.08×10-3 (Pa･m3 /mol) 

＝4.1×105 (ヘンリー定数は 3. 参照) 
2) (大気中での分解係数) ＝OHラジカルとの反応速度定数: 8.32×10-12 (cm3/分子/s)×OHラジカル濃度: 1.0×106 (分子/cm3) 

＝8.3×10-6 (1/s) (反応速度定数及び濃度は 5.1 参照) 
3) 乾性沈着速度及びバックグラウンド濃度に関する情報が得られなかったので 0 とした。 
 



 12

ける水域への排出量1,215トン/年のうち、河川への排出量は773トン/年であった。そのうち、関

東地域における河川への排出量は190トン/年であった。 

関東地域における河川への排出割合が 25%を占めるため、全国を代表できると考え、河川中

化学物質濃度分布予測モデル IRM1 (化学物質評価研究機構, 2002b, 2003) を用いて、利根川水

系、荒川水系及び多摩川水系について濃度を推定した。 

 

河川への排出量分布の推定 

大気と同様の方法により、メッシュデータによる排出量分布の推定を行った。 

 

計算条件 

数理モデル : IRM1 

計算対象地域 : 関東 3水系 (利根川、荒川、多摩川) 1 km×1 kmメッシュ 

計算対象期間 : 1年 

流量データ : 平成 12年度流量年表 (国土交通省, 2005)  

アメダス気象年報 2000年 (気象業務支援センター, 2002) 等から作成 

パラメータ : ヘンリー定数 6.08×10-3 Pa･m3/mol (25℃) (3. 参照) 

生物分解速度定数1) 6.7×10-7 (1/s) 

分配係数 (付着藻類吸着態)2) 2.1×10-3  

分配係数 (懸濁物吸着態)3) 5.4×10-3 (cm3/g) 

分配係数 (底泥吸着態)4) 2.7×10-3 (cm3/g) 

吸着速度定数5) 10-6 (1/s) 

 

推定結果 

推定の結果、エチレングリコールの河川の利水目的類型AA～Cの水質基準点での河川水中濃

度の最大値は、利根川水系で26μg/L、荒川水系で26μg/L、多摩川水系で0.53μg/Lであった (製

品評価技術基盤機構, 2006)。 

 

c. 魚体内濃度の推定 

エチレングリコールの魚体内濃度は、海域に生息する魚の体内に濃縮されると仮定し、海水

中濃度と生物濃縮係数 (BCF) を乗じて魚体内濃度を推定する。 

ここでは、海水中濃度の調査結果 (6.1.1 b 参照) が古く、利用出来ないため、河川水中濃度

が海域で 1/10に希釈されると仮定して海水中濃度とした。なお、河川水中濃度は、測定結果の

採用候補が得られていないため、推定結果の最大値である利根川水系と荒川水系における 26μ

g/Lとした。 

 
                                                        
1) (生物分解速度定数) ＝loge2÷半減期:288時間 (Philip et al., 1991) ＝6.7×10-7 (1/s) 
2) 分配係数 (付着藻類吸着態) ＝10(logKow – 1.32) ＝2.1×10-3 ∵logKow ＝-1.36 (3. 参照)  
3)  分配係数 (懸濁物吸着態) ＝0.2×10(logKow – 0.21) ＝5.4×10-3 (cm3/g)    
4)  分配係数 (底泥吸着態) ＝0.1×10(logKow – 0.21) ＝2.7×10-3 (cm3/g)     
5)  吸着速度定数は 10-6と仮定した 
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計算条件及び推定結果 

海水中濃度 : 26 (μg/L)×1/10＝2.6 (μg/L) 

生物濃縮係数 : 10 (L/kg) (5.5参照) 

魚体内濃度 : 2.6 (μg/L)×10 (L/kg)＝26 (μg/kg) 

 

魚体内濃度の推定結果は 26μg/kgであった。 

 

6.2 水生生物生息環境における推定環境濃度 

水生生物が生息する環境における EECとして、測定結果の採用候補は調査年度が古く、また

測定地点が 1地点のみであることから、推定結果の最大値である 26μg/Lを採用した (6.1.1 b, 

6.1.2 b 参照)。 

 

6.3 ヒトへの暴露シナリオ 

6.3.1 環境経由の暴露 

エチレングリコールの環境経由のヒトへの暴露経路は、呼吸による吸入暴露と飲料水及び食

物からの経口暴露が主として考えられる。食物中の濃度に関する測定結果は得られていないた

め、ここでは食物として魚類のみを考慮する。 

 

6.3.2 消費者製品経由の暴露 

エチレングリコールは、家庭用の塗料の溶剤として使用されており (日本塗料工業会, 2004)、

塗料からの揮発による暴露が考えられる。これらからの暴露量は大気中濃度の推定値に含まれ

ている (4. 参照)。また、シロアリ防除剤、農薬の散布に伴う土壌への排出が考えられるが (4.3.1, 

4.3.2 参照)、暴露量を推定するための定量的データが得られなかったため、本評価書では考慮

していない。 

 

6.4 ヒトの推定摂取量 

本評価書において各経路からの摂取量を推定する際、成人の大気吸入量を 20 m3/人/日、飲料

水摂水量を 2 L/人/日、魚類の摂食量を 120 g/人/日とした。 

推定摂取量の算出は、以下の仮定に従って求めた。 

大気からの摂取量推定に用いる大気中濃度は測定結果の採用候補が得られていないため、大

気中濃度の推定結果における最大値 1.6μg/m3を採用した (6.1.2 a 参照)。 

飲料水からの摂取量推定に用いる飲料水中濃度は、飲料水に関する測定結果が得られなかっ

たため河川水中濃度で代用する。ここでは河川水中濃度の推定結果の最大値 26μg/L を採用し

た (6.1.2 b 参照)。 

魚類からの摂取量推定に用いる魚体内濃度は、魚体内濃度の推定結果から 26μg/kgを採用し

た (6.1.2 c 参照)。 

これらの仮定のもとに推定したヒトでの摂取量は、以下のとおりである。 

 

大気からの摂取量 : 1.6 (μg/m3)×20 (m3/人/日)＝32 (μg/人/日)  



 14

飲料水からの摂取量 : 26 (μg /L)×2 (L/人/日)＝52 (μg/人/日) 

魚類からの摂取量 : 26 (μg/kg)×0.12 (kg/人/日)＝3.1 (μg/人/日) 

 

成人の体重を平均 50 kgと仮定して、体重 1kgあたりの摂取量を求めると次のようになる。 

吸入摂取量 : 32 (μg/人/日) / 50 (kg/人)＝0.64 (μg/kg/日) 

経口摂取量 : (52＋3.1) (μg/人/日) / 50 (kg/人)＝1.1 (μg/kg/日) 

合計摂取量 : 0.64 (μg/kg/日)＋1.1 (μg/kg/日)＝1.7 (μg/kg/日) 

 

 

7．環境中の生物への影響 

7.1 水生生物に対する影響 

7.1.1 微生物に対する毒性 

 エチレングリコールの微生物に対する毒性試験結果を表 7-1に示す。 

細菌及び原生動物に対する急性毒性値の多くが 1,000 mg/Lを超えており、エチレングリコー

ルの微生物に対する有害性は低いと考えられる。最小値は、細菌では海洋性発光細菌

(Photobacterium属) の発光阻害を指標とした 30分間EC50の 621 mg/L (Kaiser and Palabrica, 1991)、

原生動物では繊毛虫 (Colpidium campylum) の増殖阻害を指標とした 24時間EC50の 28,090 mg/L 

(Beak Consultants, 1995a) であった。 
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表 7-1 エチレングリコールの微生物に対する毒性試験結果 
生物種 エンドポイント 濃度 

(mg/L) 
文献 

細菌 
Pseudomonas putida 
(ｼｭｰﾄﾞﾓﾅｽ) 

16時間毒性閾値
 

増殖阻害 
 

> 10,000 Bringmann & 
Kuhn, 1976, 
1977a 

Pseudomonas aeruginosa  
(ｼｭｰﾄﾞﾓﾅｽ) 

EC0 
EC100 

増殖阻害 
 

1,000 
2,000 

Daugherty, 
1980 

底質及び下水汚泥中の細菌 EC50 生長阻害 114,300 Kilroy & 
Gray, 1992 

下水汚泥中の嫌気細菌 毒性閾値  5,000 Hoechst, 1975 

30分間 EC50 621 
 

Kaiser & 
Palabrica, 
1991 
 

5分間 EC50 112,000 Calleja et al., 
1993 

Photobacterium 
phosphoreum 
(海洋性発光細菌) 

5分間 EC50 

発光阻害 
 

166,000 Kahru et al., 
1996 

原生動物 
Entosiphon sulcatum 
(鞭毛虫類) 

72時間毒性閾値 増殖阻害 > 10,000 Bringmann, 
1978 

Uronema parduczi 
(繊毛虫類) 

20時間毒性閾値
 

増殖阻害 > 10,000
 

Bringmann & 
Kuhn, 1980 

Chilomonas paramecium 
(鞭毛虫類) 

48時間毒性閾値
 

増殖阻害 
 

> 10,000 Bringmann et 
al, 1980 

Colpidium campylum 
(繊毛虫類) 

24時間 EC50 増殖阻害 28,090 Beak 
Consultants, 
1995a 

毒性閾値: “toxic threshold concentration”、対照区と比較して 3-5%の影響を与える濃度 

 

 

7.1.2 藻類及び水生植物に対する毒性 

エチレングリコールの藻類及び水生植物に対する毒性試験結果を表 7-2に示す。 

藻類及び水生植物の生長阻害を指標とした急性毒性値はいずれも 1,000 mg/L を超えている。

急性毒性の最小値はセレナストラムの 96時間 EC50の 7,900 mg/Lであった (Ward et al., 1992)。

また、OECDテストガイドラインに準じたセレナストラムの生長阻害を指標とした 72時間 EC50 

(バイオマス及び生長速度) は 1,000 mg/L超であった (環境省, 2002a)。また、NOECについては、

セレナストラムの生長阻害を指標とした 72 時間 NOEC (バイオマス及び生長速度) の 1,000 

mg/Lであった (環境省, 2002a)。 
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表 7-2 エチレングリコールの藻類及び水生植物に対する毒性試験結果 
生物種 試験法/ 

方式 
温度 
(℃) 

エンドポイント 濃度 
(mg/L) 

文献 

淡水 
OECD 

201 
止水 

23  
72時間 EC50 

24-48時間 EC50 

24-72時間 EC50 

0-72時間 EC50
2) 

72時間 NOEC 
24-48時間 NOEC 
24-72時間 NOEC 
0-72時間 NOEC2)

生長阻害 
ﾊﾞｲｵﾏｽ 
生長速度 
生長速度 
生長速度 
ﾊﾞｲｵﾏｽ 
生長速度 
生長速度 
生長速度 

 
> 1,000 
> 1,000 
> 1,000 
> 1,000 
1,000 
1,000 
1,000 
1,000 
(a, n) 

環境省, 2002a 

U.S.EPA 
止水 

ND EC25 生長阻害 
 

592-4,479 
平均 
3,268 

Aeroports de 
Montreal and 
Analex, 1994 

止水 ND 96時間 EC80 生長阻害 22,300 Dill et al., 1982 

Selenastrum 
capricornutum1) 

(緑藻、ｾﾚﾅｽﾄﾗﾑ) 

止水 ND 48時間 EC50 
72時間 EC50 
96時間 EC50 
336時間 EC50 

生長阻害 13,100 
< 6,400 
7,900 

18,200 

Ward et al., 1992 

Scenedesmus 
quadricauda 
(緑藻、ｾﾈﾃﾞｽﾑｽ) 

止水 
閉鎖系 

27 8日間毒性閾値 3) 生長阻害 > 10,000 
(n) 

Bringmann & Kuhn, 
1977a, 1978 

Microcystis 
aeruginosa 
(藍藻、ﾐｸﾛｼｽﾃｨｽ) 

止水 
閉鎖系 

27 8日間毒性閾値 3) 生長阻害 2,000 
(n) 

Bringmann & Kuhn, 
1976,1978 

Lemna minor 
(双子葉植物、ｺｳｷ
ｸｻ) 

ND ND 96時間 EC25 
96時間 EC50 

生長阻害 
 

17,120 
47,750 

Pillard & Dufresne, 
1999 

ND: データなし、(a, n): 被験物質の測定濃度が設定値の±20%以内であったので設定濃度により表示、(n): 
設定濃度、閉鎖系: 試験容器や水槽にフタ等をしているが、ヘッドスペースはある状態 
1) 現学名: Pseudokirchneriella subcapitata、2) 文献をもとに再計算した値、3) 対照区と比較して 3％の影響
を与える濃度 (EC3) 
太字はリスク評価に用いたデータを示す 

 
 

7.1.3 無脊椎動物に対する毒性 

エチレングリコールの無脊椎動物に対する毒性試験結果を表 7-3に示す。 

淡水及び海産種の無脊椎動物に対する急性毒性値 (24～96時間) の大部分は 10,000 mg/Lを超

えていた。急性毒性の最小値はオオミジンコに対する 48時間 LC50の 14,828 mg/Lであった 

(Hartwell et al., 1995)。長期毒性としては、オオミジンコの繁殖を指標とした 21日間 NOECの

100 mg/Lであった (環境省, 2002c)。また、ネコゼミジンコの 7日間試験での Chronic value 

(NOECと LOECの幾何平均濃度) が繁殖及び致死どちらの指標でも 4.20 mg/Lという報告があ

る (Masters, et al., 1991)。しかし､この報文の共著者に確認したところ、単位の誤記載 (記載mg/L

→正 g/L) の可能性が高いとの回答であったため､この試験結果は信頼性が低いと判断した。 
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表 7-3 エチレングリコールの無脊椎動物に対する毒性試験結果 
生物種 大きさ/

成長段階

試験法/ 
方式 

温度

(℃)
硬度 

(mg CaCO3/L)
pH エンドポイント 濃度 

(mg/L) 
文献 

淡水 
OECD 

202 
GLP

止水 

20.0-
20.2

ND 8.0-
8.3

48時間 EC50 

遊泳阻害 
>1,120 

(m) 
環境省, 
2002b 

ふ化後

24時間
以内 

OECD 
211 

GLP 
半止水 

20.3-
20.8

225-286 7.2-
8.1

21日間 EC50 
21日間 NOEC 
繁殖 

>100 
100 

(a, n) 

環境省, 
2002c 

ND U.S. 
EPA 
止水 

21±2 ND 7.2 48時間 LC50 14,828 Hartwell et 
al., 1995 

ND OECD 
202 
止水 

ND ND ND 48時間 LC50 74,400 Calleja et 
al., 1994 

幼生 止水 
 

19.8-
20.9

157 7.7-
9.9

48時間 LC50 41,000- 
51,000 

Gersich et 
al., 1986 

20.1-
21.0

8.0-
8.6

46,300 
(n) 

幼生 ASTM1) 
止水 

24.1-
24.8

159.6 

8.2-
8.5

48時間 LC50 

51,100 
(n) 

Cowgill et 
al., 1985 

ふ化後

48時間
以内 

止水  約 100 ND 48時間 EC50 

遊泳阻害 
50,450 

 
Hermens et 
al., 1984 

ND U.S. 
EPA, 

ASTM1)

止水 

ND ND ND 48時間 LC50 > 10,000 Conway et 
al., 1983 

Daphnia 
magna  
(甲殻類、 
ｵｵﾐｼﾞﾝｺ) 

生後 
24時間
以内 

止水 20- 
22 

286 7.6-
7.7

24時間 LC50 > 10,000 Bringmann 
& Kuhn, 
1977b 

20.4-
20.9

8.1-
8.7

25,800 
(n) 

幼生 ASTM1) 
止水 

24.1-
24.7

90.3 

8.2-
8.6

48時間 LC50 

10,000 
(n) 

Cowgill et 
al., 1985 

7.6-
8.3

48時間 LC50 
 

34,400 
 

生後 
24時間
以内 

U.S. 
EPA 
半止水 

25 86 

7.5-
8.3

14日間 IC25 
14 日間 NOEC 
致死 
14 日間 NOEC 
繁殖 
IC25 

12,310 
24,000 

 
8,590 

 
(n) 

Pillard, 
1995 

Ceriodaphnia 
dubia 
(甲殻類、 
ﾈｺｾﾞﾐｼﾞﾝｺ属の

一種) 

ND ND ND ND ND 7日間 NOEC 
致死 
7日間 NOEC  
繁殖 
7日間 LOEC 
致死 
7日間 EC25  

繁殖 
7日間 EC25 

繁殖 

25,950 
 

3,469 
 

3,950 
 

9,226 
 

16,315 

Beak 
Consultants, 
1995a  
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生物種 大きさ/
成長段階

試験法/ 
方式 

温度

(℃)
硬度 

(mg CaCO3/L)
pH エンドポイント 濃度 

(mg/L) 
文献 

生後 
4日 
以内 

4日間 CV2) 
繁殖 
4日間 CV2) 
致死 

4.20 
 

> 6 
 

 

生後 
24時間
以内 

半止水 25 169 7.8-
8.2

7日間 CV2) 
繁殖 
7日間 CV2) 
致死 

4.20 
 

4.20 
(n) 

Masters et 
al., 1991 

Procambarus 
sp. 
(甲殻類、 
ｱﾒﾘｶｻﾞﾘｶﾞﾆの

一種) 

成体 
8cm 

13.6 g 

止水 21 250-270 7.5 96時間 LC50 91,430 
(n) 

Khoury et 
al., 1990 

Brachionus  
calyciflorus 
(輪虫類、 
ﾂﾎﾞﾜﾑｼ) 

ND ND ND ND ND 48時間 EC50 
48時間 NOEC 
48時間 LOEC 

26,461 
12,800 
23,600 

Beak 
Consultants, 
1995b 

海水 
12 mm 止水 

閉鎖系 
24.5 ND ND 24時間 LC50 > 20,000 Price et al., 

1974 
Artemia salina 
(甲殻類、 
ﾌﾞﾗｲﾝｼｭﾘﾝﾌﾟ) ND ND ND ND ND 24時間 LC50 180,420 Calleja et 

al., 1994 
Crangon 
crangon 
(甲殻類、 
ﾌﾞﾗｳﾝｼｭﾘﾝﾌﾟ、

ｴﾋﾞｼﾞｬｺ科) 

ND 半止水 ND ND ND 96時間 LC50 50,000 Blackman, 
1974 

ND: データなし、(m): 測定濃度、(n): 設定濃度、(a, n): 被験物質の測定濃度が設定値の±20%以内であった
ので設定濃度により表示、閉鎖系: 試験容器や水槽にフタ等をしているが、ヘッドスペースはある状態 
1) 米国材料試験協会 (American standard for testing and methods) テストガイドライン、2) Chronic value: NOEC
と LOECの幾何平均濃度 
太字はリスク評価に用いたデータを示す 

 

 

7.1.4 魚類に対する毒性 

エチレングリコールの魚類に対する毒性試験結果を表 7-4に示す。 

エチレングリコールの淡水及び海水魚類に対する急性毒性値 (96 時間 LC50) の大部分は

10,000 mg/Lを超えていた。急性毒性の最小値はニジマスに対する 96時間 LC50が 17,800 mg/L

であった (Mayer and Ellersieck, 1986)。長期毒性については、ファットヘッドミノーのふ化仔魚

期から暴露した試験で、成長を指標とした 7日間 NOECが 12,531 mg/L及び 15,380 mg/L (Beak 

Consultants, 1995a; Pillard, 1995)、ニジマスのふ化仔魚期から暴露した試験で、致死及び成長を

指標とした 12日間 NOECが 14,692 mg/Lであった (Beak Consultants, 1995a)。 
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表 7-4 エチレングリコールの魚類に対する毒性試験結果 
生物種 大きさ/

成長段階

試験法/ 
方式 

温度

(℃)
硬度 

(mg CaCO3/L)
pH エンドポイント 濃度

(mg/L) 
文献 

淡水 
ND U.S. 

EPA, 
ASTM1) 
止水 

ND ND ND 96時間 LC50 >10,000 Conway et 
al., 1983 

9.5 mm
10-15 
日齢 

53,000 
(n) 

14.9 mm
30-35 
日齢 

49,000 
(n) 

28 mm 
60-100 
日齢 

ASTM1) 
止水 

21-23 96-125 7.2-
8.5 

96時間 LC50 

57,000 
(n) 

Mayes et al., 
1983 

7日齢 7.3-
8.3

48時間 LC50 
96時間 LC50 

96時間 NOEC 

81,950 
72,860 
39,140 

(n) 
ふ化 24
時間以内

U.S. 
EPA 
半止水 

25 86 

7.4-
8.2

7日間 EC25 
7日間 NOEC 
致死 
7日間 NOEC 
成長 

22,520 
32,000 

 
15,380 

 
(n) 

Pillard, 1995

Pimephales 
promelas  
(ﾌｧｯﾄﾍｯﾄﾞﾐﾉｰ) 

ふ化仔魚 ND ND ND ND 7日間 NOEC 
成長 
7日間 LOEC 
成長 
7日間 IC25 

成長 
7日間 IC50 

成長 
7日間 NOEC 
致死 
7日間 LOEC 
致死 
7日間 LC50 

12,531 
 

24,569 
 

24,806 
 

37,318 
 

24,569 
 

51,866 
 

47,322 

Beak 
Consultants, 
1995a  

Oryzlas latipes 
(ﾒﾀﾞｶ) 

2.2 cm 
0.17 g 

OECD 
203 
GLP 
半止水 

23.9-
24.0

ND 7.2-
7.8

96時間 LC50 > 100  
(a, n) 

環 境 省 , 
2002d 

Poecilia 
reticulata 
(ｸﾞｯﾋﾟｰ) 

2-3か月
齢 

半止水 
助剤 2) 

20±1 25 ND 168時間 LC50 49,300 
(n) 

Konnemann, 
1981 

0.2 g 止水 18 44 7.1 96時間 LC50 >11,130 
(n) 

Mayer & 
Ellersieck, 
1986 

Lepomis 
macrochirus 
(ﾌﾞﾙｰｷﾞﾙ) 

4 cm 
0.85 g 

止水 21 250-270 7.5 96時間 LC50 27,540 
(n) 

Khoury et 
al., 1990 

ND ND ND ND ND 96時間 LC50 >18,000  Jank et al., 
1974 

Oncorhynchus 
mykiss 
(ﾆｼﾞﾏｽ) 1.1 g 止水 12 44 7.4 96時間 LC50 17,800 

(n) 
Mayer & 
Ellersieck, 
1986 
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生物種 大きさ/
成長段階

試験法/ 
方式 

温度

(℃)
硬度 

(mg CaCO3/L)
pH エンドポイント 濃度

(mg/L) 
文献 

ND ND ND ND ND 96時間 LC50 22,810 

ふ化仔魚 ND ND ND ND 12日間 LOEC 
12日間 NOEC 
致死、成長 

28,333 
14,692 

Beak 
Consultants,
1995a 

 

ND ND ND ND ND 96時間 LC50 50,800 
 

Wards et al., 
1992 

Carassius 
auratus 
(ｷﾝｷﾞｮ) 

6.2 cm 
3.3 g 

APHA3) 
止水 

20±1 ND 6-8 24時間 LC50 >5,000 
(m) 

Bridie et al., 
1979 

海水 
Cyprinodon 
variegatus 
(ｼｰﾌﾟｽﾍｯﾄﾞﾐﾉ
ｰ) 

ND ND ND ND ND 96時間 LC50 27,600 
 

Wards et al., 
1992 

ND: データなし、(m): 測定濃度、(n): 設定濃度、(a, n): 被験物質の測定濃度が設定値の±20%以内であった
ので設定濃度により表示 
1) 米国材料試験協会 (American standard for Testing and Methods) テストガイドライン、2) 有機溶剤、3) 米国
公衆衛生協会 (American Public Health Association) テストガイドライン 
太字はリスク評価に用いたデータを示す 

 

 

7.1.5 その他の水生生物に対する毒性 

 エチレングリコールのダルマガエル幼生 (オタマジャクシ) に対する 48 時間 LC50は 17,000 

mg/Lであった (Nishiuchi, 1984)。 

 

7.2 陸生生物に対する影響 

7.2.1 微生物に対する毒性 

土壌中の従属栄養微生物の増殖阻害を指標とした IC50は 114,300 mg/Lであった (Khoury et 

al., 1990)。 
 

7.2.2 植物に対する毒性 

エチレングリコールの植物に対する毒性については、5,500 mg/Lのエチレングリコールに浸

したトマトの種を播いた場合に、発芽が抑制されたとの報告がある (Bose and Bhattacharyya, 

1975)。 

 

7.2.3 動物に対する毒性 

エチレングリコールの動物に対する毒性については、アヒルの経口投与による NOELが 1,221 

mg/kgで、また、家禽類を用いた場合に、致死量が 8,000 mg/kgであった (Beasley and Buck, 1980; 

Stowe et al., 1981)。 

 

7.3 環境中の生物への影響(まとめ) 

エチレングリコールの環境中の生物への影響については、致死、遊泳阻害、生長 (成長) 阻

害、繁殖などを指標に検討が行われている。 
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微生物については、その毒性の多くは 1,000 mg/Lを超えている。最小値は、細菌では海洋性

発光細菌 (Photobacterium属) の発光阻害を指標とした 30分間 EC50が 621 mg/L、原生動物では

繊毛虫類、鞭毛虫類の増殖阻害を指標とした毒性閾値 (EC5) が 10,000 mg/L超であった。 

藻類及び水生生物に対する多くの急性毒性値 (72～96 時間) は 1,000 mg/L を超えており、

GHS急性毒性有害性区分に該当しない。最小値はセレナストラムの生長阻害試験で 96時間EC50

の 7,900 mg/Lであり、GHS急性毒性有害性区分に該当しない。また長期毒性と考えられる 72

又は 96時間の NOECは、セレナストラムの生長阻害を指標とした 72時間 NOEC (バイオマス

及び生長速度) の 1,000 mg/Lであった。 

無脊椎動物に対する急性毒性値 (24～96 時間) の大部分は 10,000 mg/L を超えており、GHS

急性毒性有害性区分に該当しない。最小値は、オオミジンコに対する 48時間 LC50の 14,828 mg/L

であった。長期毒性としては、オオミジンコの繁殖を指標とした 21日間 NOECの 100 mg/Lで

あった。 

魚類の急性毒性については、ファトヘッドミノー、ブルーギル、シープスヘッドミノー等の

報告がある。それらの急性毒性値 (96時間) の大部分は 10,000 mg/Lを超えており、GHS急性

毒性有害性区分に該当しない。最小値は、ニジマスに対する 96 時間 LC50の 17,800 mg/L であ

った。長期毒性については、ファットヘッドミノーのふ化仔魚期から暴露した試験で、成長を

指標とした 7日間 NOECが 12,531 mg/L及び 15,380 mg/L、ニジマスのふ化仔魚期から暴露した

試験で、致死及び成長を指標とした 12日間 NOECが 14,692 mg/Lであった。 

その他の水生生物については、両生類のダルマガエル幼生に対する 48 時間 LC50 が 17,000 

mg/Lであった。 

陸生生物では、極めて高濃度のエチレングリコールを用いて、これに浸したトマトの種を播

いた場合に、発芽が抑制された。アヒルを用いた経口投与試験の NOELが 1,221 mg/kgであり、

また、家禽類を用いた場合に、致死量が 8,000 mg/kg であったことなどを考慮すると、エチレ

ングリコールの鳥類に対する毒性は低いことが示唆される。 

 

以上から、エチレングリコールの水生生物に対する急性毒性は、いずれの水生生物に対して

も 100 mg/L を超えており、GHS 急性毒性有害性区分に該当せず、藻類、甲殻類及び魚類のい

ずれに対しても有害性を示す可能性は小さい。長期毒性についての NOEC は、藻類では 1,000 

mg/L、甲殻類では 100 mg/L、魚類では 12,531 mg/Lである。 

得られた毒性データのうち水生生物に対する最小値は、甲殻類であるオオミジンコの繁殖を指

標とした 21日間 NOECの 100 mg/Lである。 

 

 

8．ヒト健康への影響 

8.1 生体内運命 

a. 吸収・分布 

 6 mL/kg又は 9 mL/kgを経口でラットに単回投与した場合の血液中の濃度は、投与後 1～2時

間で最高濃度に達し、12時間後にはほとんど消失する (Wineck et al., 1978)。 

ラット皮膚へエチレングリコールを閉塞適用した試験で、1,000 mg/kg までの投与量では約
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30%が吸収され (Frantz et al., 1989)、マウスでは 80～90%吸収された (Frantz et al., 1991)。 

 3人のボランティアより皮膚の提供を受け、in vitroでのエチレングリコールの皮膚透過を調

べた試験で、14Ｃで標識したエチレングリコール 8μg/cm2を皮膚に塗布し、24時間後放射能を

測定したところ、投与量の 18.3%が皮膚を通過し、8.3%が皮膚中にあり、12.5%が皮膚表面に残

っていた。3 人の皮膚の平均吸収率及び吸収速度は、26.6％及び 0.09μg/cm2/時間であった 

(Driver et al., 1993)。 

    

b. 代謝・排泄 

エチレングリコールの動物における代謝経路を図 8-1に示す。 

エチレングリコールは肝臓及び腎臓でニコチンアミドアデニンジヌクレオチド依存アルコー

ル脱水素酵素の作用でグリコールアルデヒドに酸化される。グリコールアルデヒドは、ミトコ

ンドリアのアルデヒド脱水素酵素及びサイトゾルのアルデヒド酸化酵素でグリコール酸へと酸

化される。さらに、グリコール酸酸化酵素、又は乳酸脱水素酵素でグリオキシル酸へと酸化さ

れる。グリオキシル酸からシュウ酸への酸化はグリコール酸酸化酵素が行う (Carney, 1994)。 

エチレングリコールの全身毒性影響 (代謝性アシドーシス、腎臓障害等)は親化合物よりはむ

しろ代謝物により生じると考えられているが、種々の代謝物の詳細な役割はわかっていない 

(Jacobsen and McMartin, 1986)。 

グリコール酸塩は代謝性アシドーシスの発生に重要な役割をもたらすと報告されている

(Clay and Murphy, 1977; Gabow et al., 1986; Jacobsen et al., 1988)。 

エチレングリコールを飲んだヒトの例では、摂取 24～48時間後には、尿中や組織中にエチレ

ングリコールを検出できなかった (Wineck et al., 1978)。これは比較的早く体内変化しているこ

とを示している。 

エチレングリコールの血清中での半減期は子供で 2.5時間である (Rothman et al., 1986)。 

大人の血清中の半減期は、血液透析中で 2.7時間 (Cheng et al., 1987)、処置していない場合は

3.0～8.4時間と推定される (Jacobsen et al., 1988; Peterson et al., 1963)。 

飲水投与におけるラット及びイヌの血漿中の半減期はそれぞれ 1.7 時間及び 3.4 時間であっ

た (Hewlett et al., 1989)。 

ラットにエチレングリコールの蒸気又はエアロゾルを鼻部暴露した場合、血漿中の半減期は

34～39時間であり、当初の負荷の 75～85%は速やかに動物体内に分布する (Marshall and Cheng, 

1983)。  

ラットに 2,000 mg/kg、イヌに 1,000～1,360 mg/kgを投与した試験で血清中の半減期は、それ

ぞれ、1.7時間と 3.5時間と計算された。ラットに 10～1,000 mg/kgを与えた場合の半減期は 1.4

～2.5時間、CD-1マウスに 10～1,000 mg/kg与えた場合は 0.3～1.1時間であった (Frantz et al., 

1989,1991; Hewlett et al., 1989) 

ラットに放射性標識したエチレングリコールを 1,000 mg/kg まで経口投与した試験で、放射

性炭素の主な排泄路は呼気中の CO2 (42%)であり、尿中は 24%、糞中へは 3%であった。同様に、

マウスの場合は呼気中に 55%、尿中に 24%、糞中に 12%であった (Frantz et al., 1989,1991)。 

一方、イヌの場合は経口投与のほぼ 50%が尿中に排泄された (Grauer et al., 1984)。 
14C-エチレングリコール 20、200、1,000、2,000 mg/kg を F344 ラットの腹腔内に投与した試
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験で 14Cの血液中の生物学的半減期は約 3～5時間であった。20、200 mg/kg投与の場合の約 48

時間後までの呼気及び尿中への 14Cの排出は 39%及び 35%であった。一方、1,000、2,000 mg/kg

投与の場合は呼気及び尿中への排出は 26%及び 56%となり、尿中への排泄比率が増加した 

(Marshall, 1982)。 

イヌへの静脈内投与時の血漿中の半減期は 3～4.4時間であった (Martis et al., 1982)。 

 

                エチレングリコール 

    (CH2OH―CH2OH) 

      アルコール脱水素酵素 

 

    グリコールアルデヒド 

アルデヒド脱水素酵素  (CH2OH―CHO) 

 

  

  グリコール酸      グリオキザール 

 (CH2OH―COOH)      (CHO―CHO) 
グリコール酸酸化酵素 又は 

乳酸脱水素酵素 

    グリオキシル酸    

    (CHO―COOH) 

 

  蟻 酸      シュウ酸   グリシン 

  (HCOOH)   (HOOC―COOH)   (NH2-CH2-COOH) 

 

  二酸化炭素   シュウ酸カルシウム   

  (CO2)     (Ca(COO)2) 

 

図 8-1 エチレングリコールの代謝経路図 (Carney, 1994より) 

 

 

8.2 疫学調査及び事例 

テキサス州の化学品製造プラントにて 22年以上にわたり 26例の腎臓がんの症例対照研究が

実施された。エチレングリコール製造履歴群の腎臓がんのオッズ比は 1.25 (90%信頼性区間 0.29

～5.37) であり、その他の多くのリスクファクター (塩素製造工程､軽質炭化水素の製造工程、

メタン塩素化工程等) があるにもかかわらず有意な増加を示さなかった (Bond et al., 1985)。 

これまでにエチレングリコールが含まれている自動車の不凍液の誤飲や飲料水への混入によ

る多くの死亡例が報告されており､エチレングリコールの経口摂取によるヒトでの急性毒性は

実験動物より低濃度で発症し、致死量は 1.56g/kg (大人で 111g/人) と推定されている。死因は

急性の中枢神経系の機能不全及び腎臓障害によるとされている (Amdur et al., 1991; Cavender 
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and Sowinski., 1994; Gosselin et al., 1984)。 

エチレングリコールの経口摂取は、その代謝物による重篤な中毒をもたらす。第 1 段階 (摂

取から 6～12時間) では、軽い中毒症状からけいれんを生じ、昏睡状態となる。第 2段階では、

頻脈、血圧の上昇が起こる。この段階を経て、死を免れた者は第 3段階のタンパク尿、血尿を

伴った腎臓障害が起こる。経口摂取の典型的所見は高アニオンギャップを伴った代謝性アシド

ーシスであった (Gosselin et al., 1984; Jacobson et al., 1986; Linnanvuo-Laitinen and Huttanen, 

1986; Ruth, 1986)。第 4段階は中枢神経系への影響で、眼神経合併症も報告されている。死因の

大部分は中枢神経抑制か、腎不全であった (Andersen and Adams, 1990; Mallya et al., 1986; 

Spillane et al., 1991)。  

眼に飛沫が入った事故では、急性の虹彩/毛様体炎が起こった (Sykowsky, 1951)。 

ボランティアによる 55 ppmの吸入暴露試験で吸入開始 1.5分後から喉及び上気道の痛みがあ

り、79 ppm以上では、痛みが非常に激しく 1分以上耐えられなかったとの報告がある (Wills et 

al., 1974)。 

 

8.3 実験動物に対する毒性 

8.3.1 急性毒性 

エチレングリコールの実験動物に対する急性毒性試験結果を表 8-1に示す (Berezhnoi, 1982; 

Clark et al., 1979; Flury and Wirth, 1933; Hanzlik et al., 1931; Karel et al., 1947; Kersting and Nielsen, 

1966; Koleva, 1976; Latven and Molitor, 1939; Marshall et al., 1979; Mason et al., 1971; Peterson et al., 

1963; Smyth et al., 1941)。 

急性毒性の経口経路での LD50は、マウスでは 8,350 mg/kgであり、ラットでは、4,000～10,020 

mg/kgであった。 

毒性症状としては、投与量に相関した中枢神経抑制作用があり､多量投与では、昏睡、麻痺、

運動失調を示し死に至る。また、頻脈、頻呼吸、気管支肺炎、肺浮腫、うっ血性心不全、代謝

性アシドーシスが起こる。多渇症、多尿症が腎臓障害を伴って同時に起こり、シュウ酸カルシ

ウム結晶が尿中に見られる。病理組織学的にはシュウ酸カルシウム結晶沈着による腎尿細管上

皮の変性、間質性水腫、腎皮質の出血性壊死がみられる (Grauer et al., 1984; Rowe and Wolf, 1982; 

Wineck et al., 1978)。 

ネコの急性毒性値が他の動物種に比して低い値を示しているが、ネコはエチレングリコール

の代謝が早く、その結果、非常に多量のシュウ酸を生成するため、腎臓毒性が強く現れると考

えられている (Andrews and Synder, 1991)。 
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表 8-1 エチレングリコールの急性毒性試験結果 
 マウス ラット ウサギ モルモット イヌ ネコ 
経口LD50 
 (mg/kg) 

8,350  4,000-10,020 ND 6,610 7,350 1,650 

吸入LC50 
(mg/L) 

ND ND ND ND ND 0.5 (25℃飽和)6
時間/日×5日で
全て生存 

経皮LD50 
(mg/kg) 

ND ND 10,600  ND ND ND 

皮下LD50 
(mg/kg) 

5,000 5,300 ND ND ND ND 

筋 肉 内 LD50 
(mg/kg) 

 4,400-5,500 5,500-6,600 ND ND ND 

腹腔内LD50 
(mg/kg) 

5,000 6,460 ND ND ND ND 

静脈内LD50 
(mg/kg) 

3,340 2,200-2,800 4,400-5,000 ND ND ND 

ND; データなし 

 

 

8.3.2 刺激性及び腐食性  

ウサギ、モルモットを用いた皮膚刺激性試験では、エチレングリコールは軽度 (mild)の皮膚

刺激性がみられた (Clark et al., 1979; Guillot et al., 1982a,b,c)。 

ウサギにおけるエチレングリコール (液体及び蒸気) の眼に対する刺激性試験では永久的な

角膜損傷はなく、ごく軽度の結膜への刺激がみられた (Clark et al., 1979; Grant and Schuman, 

1993; Guillot et al., 1982a,b,c ; McDonald et al., 1972,1977)。 

 

8.3.3 感作性  

調査した範囲内では、エチレングリコールの感作性に関する試験報告は得られていない。 

 

8.3.4 反復投与毒性 

 a. 経口投与    

エチレングリコールの実験動物に対する反復投与試験結果を表 8-2に示す。 

雌雄の B6C3F1マウス (各 10匹/群) にエチレングリコールを 0、3,200、6,300、12,500、25,000、

50,000 ppm含む飼料を 13週間与えた試験で、雄の 25,000 ppm以上の投与群で腎症及び肝細胞

の小葉中心性硝子様変性 (顆粒､又は結晶性の好酸性硝子物質の沈着) がみられた。雌では

3,200 ppm以上の投与群で摂餌量が増加したが病理組織学的変化はなかった (U.S.NTP, 1993)。 

雌雄の B6C3F1マウス (各 10匹/群) にエチレングリコールを 0、0.32、0.63、1.25、2.5、5.0% 

(0、500、1,000、1,900、3,800、7,500 mg/kg/日相当) 含む飼料を 13週間与えた試験で、雄は 2.5%

以上の投与群、雌は 5%投与群で腎尿細管上皮細胞の変性、肝臓の小葉中心性の硝子様変性及

び線維化がみられた。この試験での NOAEL は、雄で 1.25% (1,900 mg/kg/日相当)、雌で 2.5% 

(3,800 mg/kg/日相当) であった (Melnick, 1984)。 

雌雄の B6C3F1マウス (各 60匹/群) にエチレングリコールを雄には 0、6,250、12,500、25,000 

ppm (0、1,500、3,000、6,000mg/kg/日相当)、雌には 0、12,500、25,000、50,000 ppm (0、3,000、
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6,000、12,000 mg/kg/日相当) 含む飼料をそれぞれ 103週間与えた試験で、12,500 ppm 以上の投

与群で、雄に肝細胞硝子様変性、雌に肺動脈中膜細胞の過形成、雄の 25,000 ppm投与群で、ご

く少数に尿細管､尿道、膀胱にシュウ酸と思われる結晶､結石がみられた。50,000 ppm投与群で

雌に肝細胞硝子様変性が見られた。この試験の NOAELは雄では、肝細胞硝子様変性を指標と

した 6,250 ppm、また、雌の LOAELは、肺動脈中膜細胞の過形成を指標とした 12,500 ppmで

あった (U.S. NTP, 1993)。 

雌雄の CD-1マウス (各 80匹/群) にエチレングリコールを 0、40、200、1,000 mg/kg/日含む

飼料を 2 年間与えた発がん性試験で、最高投与量の 1,000 mg/kg/日まで投与による影響はみら

れなかった (De Pass et al., 1986a)。 

ラットにエチレングリコールの 2,200 mg/kg/日を 6 日間強制経口投与した試験で、腎臓にシ

ュウ酸カルシウム結晶の沈着がみられた (Rajagopal et al., 1977)。 

ラットにエチレングリコールを 0、0.5、1.0、2.0、4.0 % (0、554、1,108、2,216、4,432 mg/kg/

日相当) 含む飼料を 10日間与えた試験で、2%以上の投与群で腎臓尿細管拡張､管内にタンパク

様物質及びシュウ酸カルシウム結晶沈着､尿細管上皮の変性及び壊死がみられ、4%投与群では

体重減少、ヘモグロビン、ヘマトクリット値、赤血球数、白血球数の減少がみられた (Robinson 

et al., 1990)。 

雌雄の Wistarラットにエチレングリコール 0、2,000 mg/kg/日を 4週間強制経口投与した試験

で、腎臓障害 (相対重量増加、変色、結晶沈着) 及び尿中シュウ酸カルシウムの増加がみられ

た (Schladt et al., 1998)。 

雌雄の F344ラット (各 10匹/群) にエチレングリコールを 0、0.32、0.63、1.25、2.5、5.0% (0、

200、400、900、1,800、3,500 mg/kg/日相当) 含む飼料を 13 週間与えた試験で、2.5%以上の投

与群で雄では、血中尿素窒素の増加、雌では腎臓相対重量の増加がみられ、5%投与群では、腎

臓への影響 (雄:腎臓相対重量増加、腎臓病理組織学的変化、血中尿素窒素の増加、ネフローゼ、

雌: 腎臓相対重量増加) のほかに雄では死亡率の増加、脳へのシュウ酸カルシウムと思われる

結晶の沈着が認められた。この試験における NOAEL は腎臓障害を指標とした 1.25% (900 

mg/kg/日相当) であった (Melnick, 1984)。 

雌雄の SD ラット (各 10 匹/群) にエチレングリコールを 0、227、554、1,108、2,216 mg/kg/

日含む水を 90日間与えた試験で、雄の 1,108 mg/kg/日以上の投与群で腎臓尿細管の拡張、尿細

管上皮の変性、尿細管及び腎盂へのシュウ酸カルシウムの沈着がみられた。 2,216 mg/kg/日の

投与群では、雌雄とも死亡及び体重増加の抑制がみられた。この試験における NOAEL を著者

らは、雄では腎臓障害を指標とした 554 mg/kg/日、雌では体重増加抑制、死亡を指標とした 1,108 

mg/kg/日としている (Robinson et al., 1990)。  

雌雄の Wistarラット (各 15匹/群) にエチレングリコールを 0、0.05、0.1、0.25、1.0% (雄:0、

35、71、180、715 mg/kg/日相当、雌:0、38、85、185、1,128 mg/kg/日相当) 含む飼料を 16週間

与えた試験で、雄の 0.25%投与群で腎臓尿細管に損傷がみられ、1.0%投与群では、雌雄とも、

より重度の腎臓障害 (尿細管拡張、タンパク円柱、シュウ酸カルシュウム結晶沈着) がみられ

た。この試験における NOAELは、腎臓障害を指標とし、雄では 0.1% (71 mg/kg/日相当)、雌で

は 0.25% (185 mg/kg/日相当) であった (Gaunt et al., 1974)。企業による実施試験のため、アブス

トラクトのみであり詳細な内容は入手できなかった。 
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雌雄の F344ラットにエチレングリコールを 0、40、200、1,000 mg/kg/日含む飼料を 2年間与

えた発がん性試験で、200 mg/kg/日以上の投与群の雌雄に尿中シュウ酸塩の結晶の排出、雌に

肝臓の脂肪変性及び単核細胞浸潤がみられた。1,000 mg/kg/日投与群での雄は、2年間の試験期

間を待たず、475 日ですべて死亡した。死因は腎臓でのシュウ酸塩結晶沈着に基づく腎障害で

あった。雄には、赤血球数、ヘマトクリット値、及びヘモグロビンの減少、血中クレアチニン、

及び尿素窒素の増加、尿量の増加､腎臓の絶対及び相対重量の増加､肝臓の絶対及び相対重量の

減少、病理組織学的には､腎臓の糸球体の萎縮､尿細管の拡張、尿細管上皮の過形成及び間質の

炎症性変化を伴う慢性腎炎が見られた。雌では、腎臓重量の増加、腎臓へのシュウ酸塩の沈着

と肝臓の脂肪変性及び単核細胞浸潤がみられた。本評価書では､この試験における NOAELを雌

雄の腎臓障害に基づく尿中シュウ酸塩の結晶の排出を指標とした 40 mg/kg/日と判断した (De 

Pass et al., 1986a)。 

雌雄の SDラット (各 16匹/群) にエチレングリコールを 0、0.1、0.2、0.5、1.0、4.0% (0、50、

100、250、500、2,000 mg/kg/日相当) 含む飼料を 2年間与えた試験で、雌雄とも 0.5%以上の投

与群で腎臓でのシュウ酸カルシウム塩の結晶沈着による腎臓障害がみられた。1.0%以上の投与

群で雌雄に体重増加抑制、摂水量の増加、雄に死亡率増加、タンパク尿、腎臓石灰沈着がみら

れた。4% (2,000 mg/kg/日) の投与群は雄では 6か月以内に、雌では 18か月以内に死亡してい

る。病理解析、統計的処理がほとんどなされてなく、腎臓の沈着物の解析に主眼が置かれてい

た (Blood, 1965)。 

NZWウサギにエチレングリコールを 4 g/日含む水を 3か月間与えた試験で、腎臓、肝臓での

シュウ酸カルシウムの結晶沈着、網膜電図検査による網膜の明暗反応活性の減退、網膜神経節

細胞及び網膜内層に複屈折結晶の沈着がみられ、これらの網膜の所見は腎臓及び肝臓へのシュ

ウ酸カルシウムの沈着と関連性があると報告されている (Rossa and Weber, 1990)。 

 

b. 吸入暴露  

マウス (20 匹/群) 及びラット (10 匹/群) にエチレングリコールを大気飽和濃度 (平均 391 

mg/m3) で 8時間/日、5日/週、16週間吸入暴露した試験で、マウスの 3/20、ラットの 1/10が死

亡したが、剖検の結果は暴露に関連する影響はなかった (Wiley et al., 1936)。 

この他、ラット、ウサギ、モルモット、イヌ、リスサルを用いエチレングリコール 12 mg/m3

を 90 日間吸入暴露した試験で、いずれの動物に対しても肺に炎症性の変化がみられた (Coon 

et al, 1970)。 

 

以上のデータから､エチレングリコールの経口による反復投与試験の NOAELは、De Pass ら 

(1986a) の試験における、雌雄の腎臓障害に基づく尿中シュウ酸塩の結晶の排出を指標とした

40 mg/kg/日とする。吸入暴露に関する試験は、マウス、ラット、ウサギ、モルモット、イヌ、

サルについての結果があるがいずれも試験実施年代が古く、且つ十分な病理解析、統計処理が

なされていないため、エチレングリコールの吸入暴露に関する NOAELは決定できなかった｡ 
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表 8-2 エチレングリコールの反復投与毒性試験結果 
動物種・性

別・週齢 
投与 
方法 

投与 
期間 

投与量 結    果 文献 

マウス 
B6C3F1 
雌雄各 10
匹/群 

経口 
(混餌) 

13週間 0、3,200、6,300、12,500、
25,000、50,000 ppm (飼料
中)  

雄 25,000 ppm 以上 
 腎症､肝細胞の小葉中心性硝子様変性 
雌 3,200 ppm以上 
 摂餌量の増加 
 

U.S. NTP, 
1993 

マウス 
B6C3F1 
雌雄各 10
匹/群 

経口 
(混餌) 

13週間 0、0.32、0.63、1.25、
2.5、5.0%飼料中 (0、
500、1,000、1,900、
3,800、7,500 mg/kg/日
相当) 

2.5%以上 
雄:腎尿細管上皮の細胞変性、肝臓の小

葉中心性の硝子様変性及び線維化 
5% 
雌:腎尿細管上皮の細胞変性、肝臓の小

葉中心性の硝子様変性及び線維化 
NOAEL 
雄:1.25% (1,900 mg/kg/日相当) 
雌:2.5% (3,800 mg/kg/日相当) 

Melnick, 
1984 

マウス 
B6C3Ｆ1 
マウス 
雌雄各 
60匹/群 

経口 
(混餌) 

103週間 雄 
0、6,250、12,500、25,000 
ppm・飼料中(0、1,500、
3,000、6,000 mg/kg/日
相当) 
 
雌 
 0、12,500、25,000 
50,000 ppm・飼料中(0、
3,000、6,000、12,000 
mg/kg/日相当) 

雄 
 12,500 ppm以上 
  肝細胞硝子様変性 
  25,000 ppm 
  尿細管、尿道、膀胱にシュウ酸結晶

沈着 
雌 
 1,2500 ppm以上 
  肺動脈中膜細胞過形成 
 50,000 ppm 
  肝細胞硝子様変性 
 
NOAEL: 雄 6,250 ppm (1,500 mg/kg/日相

当) 
LOAEL: 雌 12,500 ppm (3,000 mg/kg/日

相当) 

U.S. NTP,
1993 

マウス 
CD-1 
雌雄各 80
匹/群 

経口 
(混餌) 

2年間 0、40、200、1,000 
mg/kg/日 

非腫瘍性変化 
1,000 mg/kg/日まで 
 投与による影響なし 
 

De Pass et 
al., 1986a

ラット 
雄 

経口 
(強制) 

6日間 2 mL/kg/日(約 2,200 
mg/kg/日) 
 
 
 
 

2 mL/kg/日 
腎臓のシュウ酸カルシウム沈着に関連

する尿中カルシウムの増加､及び燐酸

の減少、 
骨中のカルシウム、リン酸塩移動に伴

う腎毒性症の結果としての低カルシウ

ム血症、高アルカリホスファターゼ血

症 

Rajagopal 
et al., 
1977  

ラット 
SD 
雌 雄 各

10/群 

経口 
(混餌) 

10日間 0、0.5、1.0、2.0、4.0 %(0、
554、1,108、2,216、4,432 
mg/kg/日相当) 
 
 
 
 

2%以上 
腎臓尿細管拡張､管内にタンパク様物

質及びシュウ酸カルシウム結晶沈着､

尿細管上皮の変性及び壊死 
4% 
体重減少、ヘモグロビン、ヘマトクリ

ット値、赤血球数、白血球数の減少 

Robinson 
et al., 
1990 

ラット 
Wistar 
雌、雄 
 

経口 
(強制) 

4週間 0、2,000 mg/kg/日  2,000 mg/kg/日 (雌、雄) 
腎臓相対重量の増加 
腎臓への影響 (変色、結晶沈着) 

 尿中シュウ酸カルシウム増加 

Schladt et 
al., 1998 

ラット 経口 13週間 0、0.32、0.63、1.25、 2.5%以上 Melnick, 
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動物種・性

別・週齢 
投与 
方法 

投与 
期間 

投与量 結    果 文献 

F344/N 
雌、雄 
各 10匹 

(混餌) 2.5、5.0%飼料中 (0、
200、400、900、1,800、
3,500 mg/kg/日相当) 
 
 
 
 

雄: 血中尿素窒素の増加 
雌: 腎臓相対重量の増加 

5% 
雄: 死亡率増加、脳への結晶沈着、腎

臓相対重量増加、腎臓病理組織学

的変化、血中尿素窒素の増加、ネ

フローゼ 
雌: 腎臓相対重量増加 
 
NOAEL:1.25% (飼料中) (900 mg/kg/日

相当) 

1984 

ラット 
SD 
雌雄各 10
匹/群 
 
 
 
 

経口 
(飲水) 

90日間 0、227、554、1,108、
2,216 mg/kg/日 

1,108 mg/kg/日以上 
 雄:腎臓尿細管の拡張、尿細管上皮の変

性、尿細管及び腎盂中のシュウ酸カ

ルシウム沈着 
2,216 mg/kg/日 
 雄、雌:体重増加抑制、死亡 
 
 NOAEL 
  雄 : 554 mg/kg/日 (腎臓障害) 
  雌 :1,108 mg/kg/日 (体重増加抑制、死

亡) 

Robinson 
et al., 
1990 

ラット 
Wistar 

雌、雄 
各 15 匹/
群 
 
 
 
 

経口 
(混餌) 

16週間 0、0.05、0.1、0.25、1.0%
飼料中 

雄 : 0、35、71、180 
715 mg/kg/日相
当 

雌 : 0、38、85、185 
1,128 mg/kg/日
相当 

0.25%以上 
雄:腎臓尿細管の損傷 

 
1.0% 
雌雄:腎臓障害 (尿細管の拡張、タンパ

ク円柱、シュウ酸カルシュウム

結晶沈着) 
ＮOAEL:  
雄: 0.1% (71 mg/kg/日相当) 
雌: 0.25% (185 mg/kg/日相当) 

Gaunt et 
al., 1974 

ラット 
F 344 
雌 雄 各

130匹/群  

経口 
(混餌) 

 

2年間 0、40、200、1,000 
mg/kg/日 

非腫瘍性変化 
200 mg/kg/日以上 
 雌雄:尿中へのシュウ酸塩結晶排出 
 雌:肝臓の脂肪変性と単核細胞浸潤 
      
1,000 mg/kg/日 
 雄 

 死亡率の増加 (475 日までにすべて死
亡、死因はシュウ酸塩沈着による腎不

全) 
 体重増加抑制、摂水量増加、赤血球数・

ヘマトクリット値・ヘモグロビンの減

少、血中クレアチニン・尿素窒素の増

加、尿量増加、腎臓の絶対及び相対重

量増加、肝臓の絶対及び相対重量減少、

腎臓の糸球体萎縮、尿細管の拡張、尿

細管上皮の過形成、慢性腎炎 
雌 
 腎臓重量増加、腎臓へのシュウ酸塩結

晶沈着  
 肝臓の脂肪変性と単核細胞浸潤 
 

NOAEL:  40 mg/kg/日 (本評価書の判
断) 

De Pass 
et al., 
1986a 
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動物種・性

別・週齢 
投与 
方法 

投与 
期間 

投与量 結    果 文献 

ラット 
SD 
雌雄各 16
匹/群 
 
 
 
  

経口 
(混餌) 

2年間 0、0.1、0.2、0.5、1.0  
4.0% 
(0、50、100、250、500、
2,000 mg/kg/日相等) 
 

0.5% 以上 
 腎臓尿細管上皮細胞質内へのシュウ酸

カルシウム塩の結晶沈着 
1.0%以上 
 雄、雌:体重増加抑制、摂水量の増加、 
 雄  :死亡率増加、タンパク尿、腎臓

石灰沈着 
4% 
 雌  :18か月ですべて死亡、タンパク

尿、腎臓石灰沈着 
 雄  :6か月ですべて死亡 

Blood, 
1965 

ウサギ 
NZ W 

経口 
(飲水) 

3か月 4g/日 
 
 
 
 

腎臓及び肝臓へのシュウ酸カルシウム

塩の結晶の沈着 
網膜電図検査による網膜の明暗反応活

性の減退、網膜神経節細胞及び網膜内

層に複屈折結晶の沈着 

Rossa & 
Weber, 
1990  

マウス 
20匹/群 

吸入 
 

8 時 間 /
日 
5日/週 
16週間

大気中飽和濃度 
平均 391mg/m3 

3/20 死亡 
病理解剖では暴露に関連する異常所見

なし。  

Wiley et 
al., 1936 

ラット 
10匹/群 

吸入 
 

8 時 間 /
日 
5日/週 
16週間

大気中飽和濃度 
平均 391mg/m3 

1/10 死亡 
病理解剖では暴露に関連する異常所見

なし。  

Wiley et 
al., 1936 

ラット 
SD & 
Long 
Evans 
15匹/群 

吸入 
 

90日間 12 mg/m3 1/15死亡(死因未記載) 
 対照に較べ肺に炎症性変化  
 2匹:角膜混濁による失明 (暴露開始 8日
以内に発生) 

Coon et 
al., 1970 

モルモッ

ト 
Princeton 
15匹/群  

吸入 
 

90日間 12 mg/m3 3/15 死亡(死因未記載) 
 対照に較べ肺に炎症性変化 

Coon et 
al., 1970 

ウサギ 
New 
Zealand 
albino 
雄 3匹/群 

吸入 
 

90日間 12 mg/m3 1/3 死亡(死因未記載) 
 対照に較べ肺に炎症性変化 
眼の刺激と浮腫 (暴露開始 8 日以内に
発生) 

Coon et 
al., 1970 

リスサル 
雄 3匹/群 

吸入 
 

90日間 12 mg/m3 対照に較べ肺に炎症性変化 Coon et 
al., 1970 

イヌ 
ビーグル 
雄 2匹/群  

吸入 
 

90日間 12 mg/m3 対照に較べ肺に炎症性変化 Coon et 
al., 1970 

太字はリスク評価に用いたデータを示す 

 

 

8.3.5 生殖・発生毒性 

エチレングリコールの実験動物に対する生殖・発生毒性試験結果を表 8-3に示す。 

 

a. 生殖毒性 

 雌雄の ICRマウス (各 20匹/群) にエチレングリコールを 0、0.25、0.5、1.0% (w/v) (0、410、

840、1,640 mg/kg/日相当) 含む水を 14週間与えた後、同群の雌雄で交配させた試験で、最高投
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与量の 1.0% 投与群で交配ペアーあたりの F1胎児数の減少、同腹あたりの生存 F1胎児数の減少

が見られた。また F1に顔面異常、頭蓋サイズの縮小がみられた。0.5 %及び 0.25% 投与群では

有意差の見られる項目はなかった。この試験における NOAEL (生殖・発生毒性) は交配ペアー

あたりの F1胎児数の減少、同腹あたりの生存 F1胎児数の減少、F1の顔面異常、頭蓋サイズの

縮小を指標とした 0.5% (840 mg/kg/日相当) であった (Lamb et al., 1985)。 

 雌雄の F344ラット (雌 20匹/群、雄 10匹/群) にエチレングリコールを 0、40、200、1,000 mg/kg/

日含む飼料を 3 世代にわたって与えた試験で、最高投与量の 1,000 mg/kg/日投与群まで投与に

よる影響はみられなかった (De Pass et al., 1986b)。 

 

b. 発生毒性 

雌 ICRマウス (50匹/群) にエチレングリコール 0、11,090 mg/kg/日 (LD10に相当する量) を

妊娠 7～14日目に強制経口投与した試験で、対照群に比べ投与群は同腹あたりの生存胎児数の

減少、胎児体重の低値、新生児の生後の体重増加抑制、生後 3日までの死亡率の増加がみられ

た (Schuler et al., 1984)。 

雌の ICRマウス (22～27匹/群) にエチレングリコール 0、50、150、500、1,500 mg/kg/日を妊

娠 6～15日目に強制経口投与し、妊娠 18日目に帝王切開した試験で、1,500 mg/kg/日投与群で

母動物に体体重の減少と胎児に椎弓・椎弓癒着、肋骨と肋骨の癒着、過剰肋骨がみられた。500 

mg/kg/日投与群では胎児に過剰肋骨のみがみられた。著者らはこの 500 mg/kg/日における過剰

肋骨の発生は、1,500 mg/kg/日でみられる骨格異常の変異の先行指標ととらえ､この試験の

NOAELは 150 mg/kg/日と報告している (Neeper-Bradley et al., 1995)。 

雌の ICRマウス (20匹/群) にエチレングリコール 0、750、1,500、3,000 mg/kg/日を強制経口

で妊娠 6～15日目に投与し、妊娠 17日目に帝王切開した試験で、1,500 mg/kg/日投与群以上の

母動物に体重増加抑制、肝臓絶対重量の減少がみられた。750 mg/kg/日投与群以上で胎児に胎

児重量 (同腹 (litter) あたり) の減少、奇形を持つ胎児 (同腹あたり) の増加、骨格奇形を持つ

胎児の増加がみられた。3,000 mg/kg/日投与群では外形・内臓・骨格の奇形を持つ胎児の増加が

みられた。母動物の NOAELは 750 mg/kg/日、胎児の生殖発生毒性の LOAELは 750 mg/kg/日で

ある (Price et al., 1985)。 

雌の ICRマウス (25匹/群) にエチレングリコール 0、150、1,000、2,500 mg/m3 (6時間/日)を

妊娠 6～15日目に、全身吸入暴露した試験で、1,000 mg/m3以上の暴露群で母動物の体重増加抑

制及び児の骨格異常 (上腕骨骨化遅延、頬骨弓) が発生した。この試験の母動物及び胎児への

NOAELは 150 mg/m3であった (Tyl et al., 1995a)。 

  ICRマウスにエチレングリコール 0、500、1,000、2,500 mg/m3 (6時間/日) を妊娠 6～15日目

に鼻部吸入暴露した試験で、1,000 mg/m3 以上の暴露群で母動物ヘの毒性 (腎臓重量の増加)は

あったが児の骨格異常が発生しなかった。2,500 mg/m3の暴露群で児の体重減少、口唇癒合、肋

骨癒着が発生した。この試験の母動物の NOAEL は 500 mg/m3及び胎児への NOAEL は 1,000 

mg/m3であった (Tyl et al., 1995b)。 

雌の ICR (30匹/群) マウスにエチレングリコール 0、404、1,677、3,549 mg/kg/日を妊娠 6～15

日目に、経皮適用した試験で、最高適用量の 3,549 mg/kg/日適用群で母動物にわずかな尿細管

障害、体重増加量の亢進、児では頭蓋骨の不完全骨化及び後肢の中間指節骨の未骨化がみられ
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た。しかし、著者はこれらの影響がエチレングリコールの投与によるかは不明であるとし､

NOAELは母動物、児とも 3,549 mg/kg/日、又はそれに非常に近い値としている (Tyl et al., 1995c)。

しかしながら、母動物の尿細管障害、及び児の骨格異常は、エチレングリコール投与の他の試

験で発生しており､3,549 mg/kg/日投与における症例は、投与による影響の可能性を否定できず、

本評価書では NOAELを 1,677 mg/kg/日と判断した。 

 雌の F344ラットにエチレングリコール 0、40、200、1,000 mg/kg/日含む飼料を妊娠 6～15日

目に、与え妊娠 21日目に帝王切開した試験で、1,000 mg/kg/日投与群に着床前の死亡と胎児の

骨化遅延がみられたが、母動物毒性はなかった (Maronpot et al., 1983)。 

 雌の SDラット (22～25匹/群) にエチレングリコール 0、150、500、1,000、2,500mg/kg/日を

妊娠 6～15日目に、強制経口投与し、妊娠 21日目に帝王切開した試験で、1,000 mg/kg/日投与

群以上で母動物の体重減少、胎児の椎弓の欠損、過剰肋骨がみられた (Neeper-Bradley et al., 

1995)。 

 雌のラットにエチレングリコール 0、253、638、858、1,078、1,595 mg/kg/日を妊娠 6～15日

目に、強制経口投与した試験で、858 mg/kg/日投与群に胎児の奇形発生があり､1,078 mg/kg/日で

明らかに胎児に奇形が発生した (Yin et al., 1986)。 

雌の SDラットにエチレングリコール 0、1,250、2,500、5,000 mg/kg/日を妊娠 6～15日目に強

制経口投与し、妊娠 17日目に帝王切開した試験で、母動物の 1,250 mg/kg/日投与群以上で体重

増加抑制、2,500 mg/kg/日以上で腎臓の相対重量増加及び飲水量の増加 、5,000 mg/kg/日投与群

で腎臓の相対重量の増加がみられた。胎児には、2,500 mg/kg/日以上の投与群で生存胎児 (同腹 

(litter) あたり) の減少、胎児体重 (同腹あたり) の減少、奇形を持つ胎児 (同腹あたり の増加、

奇形を持つ同腹の増加、骨格奇形を持つ胎児の増加、5,000 mg/kg/日の投与群で吸収胚 (同腹あ

たり) の増加、外形・内臓・骨格に奇形を持つ胎児の増加がみられた。母動物の LOAEL は、

1,250 mg/kg/日、胎児に対する生殖発生毒性の NOAELは 1,250 mg/kg/日であった (Price et al., 

1985)。 

雌の SDラットにエチレングリコール 150、1,000、2,500 mg/m3  を 6時間/日、妊娠 6～15日

目に、 全身吸入暴露し、妊娠 21日目に帝王切開した試験で、1,000 mg/m3の暴露群で児の骨化

遅延がみられた。母動物ヘの毒性 (肝臓重量の増加) は 2,500 mg/m3の暴露群で発生した。この

試験の母動物のNOAELは 1,000 mg/m3及び胎児のNOAELは 150 mg/m3である (Tyl et al., 1995a)。 

雌のウサギにエチレングリコール 0、100、500、1,000、2,000mg/kg/日を妊娠 6～19日目に強

制経口投与し､妊娠 30日目に帝王切開した試験で、2,000 mg/kg/日の投与群で母動物は死亡があ

り､腎臓にはシュウ酸塩沈着を持つ障害が発生したが、児には影響はなかった (Tyl et al., 1993)。 

 

以上のデータより、エチレングリコールの生殖毒性は高濃度で発生しており、その NOAEL

は、ICRマウスでの 14週間飲水投与した試験の 840 mg/kg/日 (Lamb et al., 1985) であった。発

生毒性は、マウス、ラット､ウサギにつき試験されているが､マウスにおける最小の NOAELは、 

ICRマウスに強制経口で妊娠 6～15日目に投与し、妊娠 18日目に帝王切開した試験で、過剰肋

骨の発生を指標とした NOAELの 150 mg/kg/日であった (Neeper-Bradley et al., 1995)。 

 

表 8-3 エチレングリコールの生殖・発生毒性試験結果 
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動物種・性

別・週齢 
投与 
方法 

投与期間 投与量 結    果 文献 

マウス 
ICR雌雄 
各20匹/群 
 
 
 
 

経口

(飲水) 
14週間 0、0.25、0.5、

1.0 %(0、410、
840、1.640 
mg/kg/日相当)

1% 
 交配ペアーあたりの F1胎児数減少、同腹

あたりの生存 F1胎児数減少、F1の顔面、

頭蓋異常 
 
NOAEL(生殖・発生毒性 ):0.5% (840 
mg/kg/日相当) 
 

Lamb et al., 
1985 
 
 

ラット 
F344 
雌20匹/群 
雄10匹/群 
 

経口 
(混餌) 

3世代投与 
(F1、Ｆ2の雌20
匹、雄10匹をラ
ンダムに選択

し、生後約100
日で交配 

0、 40、 200、
1,000 mg/kg/日

各投与量の F2の親と F3の児各 5匹を剖検 
 

投与による影響なし 

De pass et 
al., 1986b 

マウス 
ICR雌 
50匹/群 

経口 
(強制) 

妊娠7-14日 0、11,090 
mg/kg/日 
(約 LD10) 
 

11,090 mg/kg/日 
胎児:同腹あたりの生存胎児数減少、胎児

体重低値、胎児の体重増加抑制、

胎児の誕生 3日までの生存率減少 

Schuler et 
al., 1984 

マウス 
ICR雌 
22-27匹/群 
 
 
 
 

経口 
(強制) 

妊娠6-15日 0、50、150、500、
1,500 mg/kg/日

妊娠 18日目に帝王切開 
  500 mg/kg/日以上  
   胎児:過剰肋骨 

1,500 mg/kg/日 
   母動物:体重減少  
  胎児:椎弓・椎弓癒着、肋骨・肋骨癒着、

過剰肋骨 
      
 NOAEL: 母動物 500 mg/kg/日 

胎児 150 mg/kg/日 

Neeper-Bra
dley et al., 
1995 

マウス 
ICR雌 
20匹/群 

経口 
(強制) 

妊娠6-15日 
 

0、750、1,500
3,000 mg/kg/日

妊娠 17日目に帝王切開 
母動物 
 1,500 mg/kg/日以上 
  体重増加抑制、肝臓絶対重量の減少 
胎児 
 750 mg/kg/日以上 
  胎児重量(同腹(litter)あたり)の減少 
  奇形を持つ胎児 (同腹あたり)の増加 
  骨格奇形を持つ胎児の増加 
 3,000 mg/kg/日 
  外形・内臓・骨格の奇形を持つ胎児の

増加 
母動物 NOAEL: 750 mg/kg/日 
胎児 LOAEL:750 mg/kg/日  

Price et al., 
1985 

マウス 
ICR雌 
25匹/群 
 
 

吸入 
(全身) 

妊娠6-15日 
6時間/日 

0、150、1,000、
2,500 mg/m3 

1,000 mg/m3 以上 
 母動物:体重増加抑制 
 胎児  :骨格異常 (上腕骨骨化遅延、頬骨

弓)の発生 
 
NOAEL:母動物 胎児 150 mg/m3         

Tyl et al., 
1995a 

マウス 
ICR雌 

吸入 
(鼻部) 

 
 
 

妊娠6-15日 
6時間/日 

0、500、1,000、
2,500 mg/m3 

1,000 mg/m3以上 
母動物:腎臓重量増加 

2,500 mg/m3 
 胎児:体重減少、口唇融合、骨格異常 (肋

骨癒着) 
NOAEL:母動物 500 mg/m3 
         胎児 1,000 mg/m3 

Tyl et al., 
1995b 

マウス 
ICR雌 

経皮投

与 
妊娠6-15日 

 
0、404、1,677、
3,549 mg/kg/日

3,549 mg/kg/日  
 母動物:わずかな尿細管障害 

Tyle, 1995c
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動物種・性

別・週齢 
投与 
方法 

投与期間 投与量 結    果 文献 

30匹/群      体重増加亢進   
 胎児 :頭蓋骨の不完全骨化 
     後肢中間指節骨の未骨化 
 (著者:これらの影響が投与による影響か

不明) 
 著者による NOAEL:母動物、児ともに

3,549 mg/kg/日  
 
 NOAEL:母動物､胎児 1,677 mg/kg/日 (本
評価書の判断) 

ラット 
F344雌 
20匹/群 
 
 
 
 

経口 
(混餌) 

妊娠6-15日 0、40、200、
1,000 mg/kg/日
対照 
 妊娠 11日目
ヒドロキシウ

レア 500 mg/kg/
日投与 
 

妊娠 21日目に帝王切開 
 1,000 mg/kg/日 
   着床前の死増加 
  胎児骨格の形成の遅れ 
 
母動物毒性なし 

 
NOAEL:200 mg/kg/日 

Maronpot et 
al., 1983  

ラット 
SD雌 
22-25匹/群 

経口 
(強制) 

妊娠6-15日 0、150、500、
1,000、2,500 
mg/kg/日 

妊娠 21日目に帝王切開 
1,000 mg/kg/日以上 
 母動物:体重減少 
 胎児:椎弓の欠損、過剰肋骨 
 
NOAEL:母動物:500 mg/kg/日 

胎児 :500 mg/kg/日 

Neeper-Bra
dley et al., 
1995  

ラット 
 

経口 
(強制) 

妊娠6-15日 0、253、638、
858 、 1,078 、
1,595 mg/kg/日

858 mg/kg/日:胎児の奇形発生 
1,078 mg/kg/日:明らかに胎児に奇形 

発生 
母動物毒性に関する記載なし。 

 
NOAEL:胎児 638 mg/kg/日  

Yin et al., 
1986 

ラット 
SD雌 
20匹/群 

経口 
(強制) 

妊娠6-15日 0、1,250、2,500
5,000 mg/kg/日

妊娠 17日目剖検 
母動物 
 1,250 mg/kg/日以上 
  体重増加抑制 
 2,500 mg/kg/日以上 
  腎臓の相対重量増加、飲水量の増加 
 5,000 mg/kg/日 
  腎臓の相対重量の増加 
胎児 
 2,500 mg/kg/日以上 
  生存胎児(同腹(litter)あたり)の減少 
  胎児体重(同腹あたり)の減少 
奇形を持つ胎児 (同腹あたり) の増
加 

  奇形を持つ同腹の増加 
  骨格奇形を持つ胎児の増加 
 5,000 mg/kg/日 
  吸収胚 (同腹あたり) の増加 
  外形・内臓・骨格に奇形を持つ胎児

の増加 
母動物 LOAEL:1,250 mg/kg/日 
胎児 NOAEL:1,250 mg/kg/日  

Price et al, 
1985 

ラット 
SD雌 
25匹/群 

吸入 
(全身) 

妊娠6-15日 
6時間/日 

0、150、1,000、
2,500 mg/m3 

妊娠 21日目開腹, 
 1,000 mg/m3 
  胎児:骨化遅延 

2,500 mg/m3 

Tyl et al., 
1995a 
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動物種・性

別・週齢 
投与 
方法 

投与期間 投与量 結    果 文献 

   母動物:肝臓重量増加、摂餌量、摂水量
増加、体重増加 

  
 NOAEL:母動物 1,000 mg/m3 
           胎児  150 mg/m3 

ウサギ 
N Z W 
雌 
 

経口 
(強制) 

妊娠6-19日 
妊娠30日目に
剖検 

0、100、500、
1,000、2,000 
mg/kg/日 

 2,000 mg/kg/日 
  母動物:42%死亡 3匹早産、１匹流産 
    シュウ酸塩沈着を含む腎臓障害 
胎児:各投与量とも影響なし 
NOAEL: 母動物:1,000 mg/kg/日 
          胎児:2,000 mg/kg/日以上 

Tyl et al., 
1993 

 

 

8.3.6 遺伝毒性 

エチレングリコールの遺伝毒性試験結果を表 8-4、遺伝毒性試験結果 (まとめ) を表 8-5 に

示す 

バクテリアを用いた in vitro復帰変異試験では、S9添加の有無に関わらず陰性であった (Clark 

et al., 1979; JETOC, 1996; McCann et al., 1975; Pfeiffer and Dunkelberg, 1980; Zeiger et al., 1987)。 

イースト酵母に対して突然変異及び異数性を誘発せず  (Griffiths, 1979,1981)、酵母

(Saccharomyces Pombe) を用いた遺伝子突然変異試験も陰性であった(Abbondandolo et al., 1980)。 

マウスリンパ腫 L51784Y 細胞を用いた前進突然変異試験も S9 添加の有無に関わらず陰性であ

った(McGregor et al., 1991)。この試験系で陽性の結果も報告されているが、このデータは細胞

毒性と関連したものとされている (Brown et al., 1980)。チャイニーズハムスター卵巣 (CHO) 細

胞 による染色体異常試験及び姉妹染色分体交換試験は S9添加の有無に関わらず、いずれも陰

性であった (U.S.NTP, 1993)。ラット肝細胞 (Storer et al., 1996) 及び大腸菌 (McCarroll et al., 

1981; von der Hude et al., 1988) の DNA損傷試験も陰性であった。in vivoの遺伝毒性試験におい

ては、F344ラット (F2雄) に 155日間、1,000 mg/kgまで投与した試験で優性致死試験は陰性で

あった (De Pass et al., 1986b)。雄 Swissマウスにエチレングリコール 638mg/kgを腹腔内に 2日

間投与し、骨髄細胞の染色体異常を見た試験は陰性であった(Conan et al., 1979)。 

Barilyakらは、雄ラットにエチレングリコール 1,200 mg/kgを単回強制経口投与し､50時間後

骨髄細胞を取り出して染色体異常が認められたと報告している。また雄ラットの後期精子細胞

形成期に 120 mg/kg及び 1,200 mg/kgを経口投与した試験で優性致死が起こったことを報告して

いる (Barilyak and Kozachuk, 1985)。しかしながら、これらの試験はエチレングリコールの純度

についての記載がないこと、対照の値が通常より低いこと、また、一次データの記載がない等

の理由で信頼性が乏しいとしている (U.S. NTP, 1993)。  

ショウジョウバエを用いた染色体異常試験では染色体異常を誘発しなかった (Bhattacharya, 

1949)。 

Swissマウスに 1,250 mg/kg以上強制経口 (又は腹腔内投与) した場合、赤血球の小核がわず

かに増加したが、用量依存性はない (Conan et al., 1979)。 

 

以上の試験データから、エチレングリコールは遺伝毒性を示さないと判断する。 
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 表 8-4 エチレングリコールの遺伝毒性試験結果 

試験方法 使用細胞種・動物種 
結果 1) 

-S9  +S9
文献 

復帰変異試験 
 

バクテリア 
(ネズミチフス菌、大腸菌) 

－   － Clark et al., 1979; 
JETOC, 1996; 
McCann et al., 
1975; Pfeiffer & 
Dunkelberg, 1980; 
Zeiger et al., 1987 

遺伝子突然変

異 
酵母 －   － Griffiths, 

1979,1981、
Abbondandolo et 
al., 1980 

マウスリンパ腫 L51784 －   － McGregor et al., 
1991 

前進突然変異

試験 
マウスリンパ腫 L51784 ＋   Brown et al., 1980 

染色体異常試

験 
CHO細胞 －   － U.S.NTP, 1993 

姉妹染色分体

交換試験 
CHO細胞 －   － U.S.NTP, 1993 

ラット肝細胞 －   Storer et al., 1996 

in vitro 

DNA 損傷性試

験 大腸菌 －   McCarroll et al., 
1981; von der 
Hude et al., 1988 

F344ラット経口投与 － De Pass et al., 
1986b 

優性致死試験 

雄ラット後期精子細胞形成期に経

口投与 
＋ Barilyak and 

Kozachuk, 1985 
マウスに腹腔内投与後の骨髄細胞 － Conan et al., 1979 

ラットに経口投与後の骨髄細胞  ＋ Barilyak and 
Kozachuk, 1985 

染色体異常 

ショウジョウバエ － Bhattacharya, 
1949 

in vivo 

小核試験 マウス、経口又は腹腔内投与 － Conan et al., 1979 

1) －: 陰性; ＋: 陽性  
2) CHO細胞: チャイニーズハムスター卵巣細胞 

 

 

表 8-5 エチレングリコールの遺伝毒性試験結果 (まとめ) 
 DNA損傷性 突然変異性 染色体異常 その他 

バクテリア － － ND ND 

カビ/酵母/植物 ND － ND ND 

昆虫 ND ND － ND 

培養細胞 － ＋/－ － ND 

ほ乳動物(in vivo) ND － (＋) / － ND 

＋: 陽性、(＋) : 弱い陽性、－: 陰性、ND: データなし  
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8.3.7 発がん性 

エチレングリコールの実験動物に対する発がん性試験結果を表 8-6に示す。 

B6C3F1マウスにエチレングリコールを雄に 0、6,250、12,500、25,000 ppm (0、1,500、3,000、

6,000 mg/kg/日相当)、雌に 0、12,500、25,500、50,000 ppm ( 0、3,000、6,000、12,000 mg/kg/日相

当) の用量で 103週間混餌投与した試験で、投与に関連した腫瘍の発生はみられなかった (U.S. 

NTP, 1993)。 

ICRマウス及び F344ラットにエチレングリコール 40、200、1000 mg/kg/日を 2年間混餌投与

した試験で、投与に関連した腫瘍の発生はみられなかった。しかし、雄ラットの 1,000 mg/kg/

日投与群はすべて 157日以内に死亡か瀕死状態になったため、安楽死され 2年間の投与はなさ

れてなく、ラットに対しての設定濃度が高すぎたと考えられる (De Pass et al., 1986a)。 

通常、NTPが実施する発がん性試験は、B6C3F1マウスと F344ラットのセットで行われるが

ラットに関しては、U.S. NTPはそれ以前に実施された混餌、2年間の発がん性試験 (De Pass et al., 

1986a) が十分信頼できると判断し、マウスだけで実施されている。  

 マウス、ラットを用いた皮下投与による発がん性試験では､いずれも投与に関連した腫瘍の発

生はみられない ( Dunkelbelg, 1987; Mason et al., 1971)。 

 

 以上のデータから、エチレングリコールの、ラット、マウスを用いた経口、皮下投与発がん

性試験で、投与に関連した腫瘍の発生はみられなかった。 

  

国際機関等での発がん性評価を表 8-7に示す。 

国際機関等での評価は、ACGIH (2005) が A4 (ヒトに対して発がん性が分類できない物質) と

評価している。IARCではエチレングリコールの発がん性を評価していない。 

 

表 8-6 エチレングリコールの発がん性試験結果 
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表 8-7 国際機関等での発がん性評価   

機関 / 出典 分類 分類基準 

IARC (2005) ― 発がん性について評価されていない。 

ACGIH (2005) A4 ヒトに対して発がん性が分類できない物質 
日本産業衛生学会 
(2005) 

― 発がん性について評価されていない。 

U.S. EPA (2005) ― 発がん性について評価されていない。 
U.S. NTP (2005) ― 発がん性について評価されていない。 

 

動物種・性

別・週齢 
投与 
方法 投与期間 投与量 結    果 文献 

マウス 
B6C3F1 
雌雄 
60匹/群 

経口 
(混餌) 

103週間 雄: 0、6,250、12,500、25,000 
ppm ( 0、1,500、3,000、
6,000 mg/kg/日相当) 

雌 0、12,500、25,500、50,000 
ppm (0、3,000、6,000、 

12,000 mg/kg/日相当) 

発がん性なし 

U.S. NTP, 
1993 

マウス 
ICR雌雄 
80匹/群 

経口

(混餌) 
2年間 40、200、1,000 mg/kg/日 

 
発がん性なし De Pass 

et al., 
1986a 

ラット 
F344雌雄 
130匹/群 

経口

(混餌) 
2年間 40、200、1,000 mg/kg/日 

 
発がん性なし De Pass 

et al., 
1986a 

マウス 
NMRI 
雌 100/群 
対照 200/
群 

皮下 106週 0、3、10、30 mg/single dose
マウスあたりの平均総投

与量が 2,110.5 mgに達する
まで 

発がん性なし Dunkelbe
rg, 1987 

ラット 
F344 
雌雄各 10
～40/群 

皮下 52週 
投与終了

後観察期

間 6か月 

0、30、100、300、1,000 mg/kg 
2回/週  

発がん性なし Mason et 
al., 1971
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8.4 ヒト健康への影響 (まとめ) 

エチレングリコールはヒト及び動物で多量摂取されると中枢神経系に影響を及ぼす。ヒトの

致死量は、誤飲や飲料水への混入による死亡例から 1.56g/kg (大人で 111g/人) と推定された。

動物試験では軽度の皮膚刺激性が認められた。目への刺激は永久的な角膜損傷はなく、わずか

な角膜への刺激であった。ヒト、ボランティアによる蒸気吸入暴露試験では 55 ppm で喉、及

び上気道ヘ刺激があり、79 ppm以上では痛みが激しく耐えられなかったとの報告がある。動物

試験及びヒトの事例で感作性を示すという報告はなかった。 

 エチレングリコールのラットの急性毒性値 (経口 LD50) は 4,000～10,020 mg/kgであった。 

反復投与試験は経口でマウス、ラット、ウサギにつき実施されていた。その最小の NOAEL

はラットによる 2年間投与による雌雄の腎臓障害に基づく尿中シュウ酸塩の結晶の排出を指標

とした 40 mg/kg/日であった。吸入による反復暴露試験は､NOAEL を決定できる試験はなかっ

た｡ 

生殖毒性は、高濃度投与でみられた。その NOAEL は、マウスにエチレングリコールを含む

水を 14 週間与えた試験の F1胎児数、生存胎児数の減少及び頭蓋異常を指標とした 840 mg/kg/

日であった。発生毒性は、マウスにおける最小の NOAEL は、ICR マウスに妊娠 6～15 日目に

強制経口投与した場合の椎弓及び肋骨の異常を指標とした 150 mg/kg/日であった。 

バクテリアを用いた in vitro復帰変異試験では、S9添加の有無に関わらず陰性であった。イ

ースト酵母に対して突然変異及び異数性を誘発しなかった。酵母 (Saccharomyces pombe) を用

いた遺伝子突然変異試験も陰性であった。マウスリンパ腫 L51784Y細胞を用いた前進変異試験

でも S9 添加の有無に関わらず陰性であった。CHO 細胞による染色体異常試験及び姉妹染色分

体交換試験は S9 添加の有無に関わらず、いずれも陰性であった。ラット肝細胞、及び大腸菌

の DNA 損傷試験も陰性であった。in vivo の遺伝毒性試験においては、F344 ラット (F2雄) に

155日間、1,000 mg/kgまで投与した試験で陰性であった。雄 Swissマウスに 638 mg/kgを腹腔

内に 2日間投与し、骨髄細胞の染色体異常を見た試験は陰性であった。マウスに経口又は腹腔

ない投与で、赤血球の小核がわずかに増加したが、用量依存性はなかった。これらの結果から、

エチレングリコールは遺伝毒性を有さないと判断される。 

 発がん性に関する試験は、経口投与、皮下投与で実施されていた。これらの試験は、いずれ

も投与に関連した腫瘍の発生はなかった。また、発がん性の疫学調査として、エチレングリコ

ールと腎臓がんの症例対照研究では相関はみられなかったと報告されているが、対照人数が少

なく判断材料にはならなかった。国際機関等での発がん性の評価は ACGIH (2002) のみが A4 

(ヒトに対して発がん性が分類できない物質) と評価していた。IARC ではエチレングリコール

の発がん性を評価していない。 

 

 

9．リスク評価 

9.1 環境中の生物に対するリスク評価 

環境中の生物に対するリスク評価は、水生生物を対象とし、その影響を 3 つの栄養段階 (藻

類、甲殻類、魚類) で評価する。リスク評価は、無影響濃度等 (NOEC、LC、EC) を推定環境

濃度 (EEC) で除した値である暴露マージン (MOE) と、無影響濃度等として採用した試験デー
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タに関する不確実係数積を比較することにより行う。 

 

9.1.1 リスク評価に用いる推定環境濃度 

本評価書では、調査した範囲では測定結果が得られていないため、エチレングリコールのEEC

として、河川中濃度分布予測モデルによって推定された関東地域の最大値である 26μg/L を採

用した (6.2参照)。 

 

9.1.2 リスク評価に用いる無影響濃度 

リスク評価に用いるエチレングリコールの水生生物に対する無影響濃度等を表 9-1に示す。3

つの栄養段階を代表する生物種 (藻類、甲殻類、魚類) のいずれについても長期毒性試験結果 

(Beak Consultants Ltd, 1995a; 環境省, 2002a, 2002c) を用いる (7. 参照)。 

これらの結果から、エチレングリコールの環境中の水生生物に対するリスク評価に用いる無

影響濃度として、最小値である甲殻類のオオミジンコに対する繁殖を指標とした 21日間 NOEC

の 100 mg/L (環境省, 2002c) を採用した (表 7-3参照)。 

 

表 9-1 水生生物に対する影響濃度のまとめ 

生物レベル 生物種 エンドポイント 
濃度 

(mg/L) 
文献 

藻類 
Selenastrum 
capricornutum1) 
(ｾﾚﾅｽﾄﾗﾑ) 

72時間 NOEC 

生長阻害 
(生長速度) 

1,000 環境省, 2002a 

甲殻類 
Daphnia magna 
(ｵｵﾐｼﾞﾝｺ) 

21日間 NOEC 
繁殖 

100 環境省, 2002c 

魚類 
Pimephales promelas
(ﾌｧｯﾄﾍｯﾄﾞﾐﾉｰ) 

7日間 NOEC 
成長 

12,531 
Beak Consultants 
Ltd, 1995a 

1) 現学名: Pseudokirchneriella subcapitata 
太字はリスク評価に用いたデータを示す 

 

 

9.1.3 暴露マージンと不確実係数積の算出 

エチレングリコールの環境中の水生生物に対する MOE を、甲殻類の繁殖を指標とした 21

日間 NOECの 100mg/Lと EEC 26μg/Lを用いて、以下のように算出した。また、3つの栄養

段階からそれぞれ採用した毒性試験データに関する不確実係数積を求めた。 

 

   MOE＝NOEC / EEC 

＝100,000 (μg/L) / 26 (μg/L) 

＝3,800 

不確実係数: 室内試験の結果から野外での影響を評価するための不確実係数 (10) 

不確実係数積: 10 

 

9.1.4 環境中の生物に対するリスク評価結果 

表 9-2に示すように、MOE 3,800は不確実係数積 10より大きく、エチレングリコールは現時
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点では環境中の水生生物に悪影響を及ぼすことはないと判断する。 

 

表 9-2 エチレングリコールの環境中の生物に対するリスク評価結果 
EEC 

(μg/L) 
NOEC 
(mg/L) 

MOE 不確実係数積 

モデル推定値 
(IRM1) 

26 100 3,800 101) 

      1) 室内試験(10) 
 

 
9.2 ヒト健康に対するリスク評価 

 エチレングリコールのヒトにおける定量的な健康影響データは得られていないため、ヒト健

康に対するリスク評価には動物試験データを用いることとする (8. 参照)。リスク評価は、実験

動物に対する無毒性量等 (NOAEL、LOAEL) を推定摂取量で除した値である MOEと、評価に

用いた毒性試験データに関する不確実係数積を比較することにより行う。 

 

9.2.1 リスク評価に用いるヒトの推定摂取量 

エチレングリコールは、主に大気、飲料水及び食物 (魚類) を通じてヒトに摂取されると推

定され、それぞれの経路からの 1日推定摂取量を表 9-3に示す (6.4参照)。 

吸入、経口及び全経路のヒトの体重 1 kgあたりの 1日推定摂取量 0.64、1.1、1.7μg/kg/日を

ヒト健康に対するリスク評価に用いる。 

 

表 9-3 エチレングリコールの1日推定摂取量 

摂取経路 
摂取量推定に用いた採

用濃度の種類 
1日推定摂取量 

(μg/人/日) 

体重 1 kgあたりの 
1日推定摂取量 

(μg/kg/日) 

吸入 大気 
モデル推定値 

(AIST-ADMER) 
32 0.64 

飲料水 
モデル推定値 

(IRM1) 
52 

経口 
食物 (魚類) 

魚体内濃度 
(モデル推定値(IRM1)
÷10×生物濃縮係数) 

3.1 
1.1 

全経路  (合計) 87 1.7 

 

 

9.2.2 リスク評価に用いる無毒性量 

エチレングリコールの実験動物に対する反復投与毒性に関して、吸入経路では、エチレング

リコールのヒト健康への影響のリスク評価に必要な無毒性量を判断するのに適切な動物試験の

報告は得られなかった。 

経口経路では、ラットの 2年間の経口投与 (混餌)による腎臓障害に基づく尿中ショウ酸塩の

結晶の排出を指標とした試験の NOAEL 40 mg/kg/日を採用した (De Pass et al., 1986a) (表 8-2参

照)。 

生殖・発生毒性については、ラットを用いた 3世代生殖毒性試験、マウスを用いた 14週間飲
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水投与した連続繁殖試験及びマウス、ラット、ウサギを用いた発生毒性試験が行われている。

生殖能に対する影響の最少の NOAELは連続繁殖試験での 840 mg/kg/日であった。発生毒性の

最少の NOAELはマウスでの過剰肋骨の発生を指標とした 150 mg/kg/日であった。いずれも反

復投与毒性の NOAEL 40 mg/kg/日に比べ高い値なので生殖・発生毒性に対する MOEは算出し

ない。 

遺伝毒性については、in vitro 試験の復帰変異試験、遺伝子突然変異試験、染色体異常試験、

姉妹染色分体交換試験及び DNA損傷性試験で陰性であった。マウスリンパ腫 L51784Yを用い

た前進突然変異試験で陽性の結果があるが、これは細胞毒性が現れる濃度での陽性であった。

in vivo試験では、小核試験で陰性、優性致死試験及び染色体異常試験では陽性と陰性の結果が

報告されているが、陽性の結果はいずれも、純度の記載がないこと、対照の値が通常より低い

こと、用量依存性がないこと、また 1次データの記載がないこと等から信頼性の低いものであ

った。以上のことから、エチレングリコールの遺伝毒性を有さないと判断する。 

発がん性については、ラット、マウスを用いた、経口及び皮下投与で実施された発がん性試

験では、いずれも投与に関連した腫瘍の発生はなかった。また、発がん性の疫学調査として、

エチレングリコールと腎臓がんの症例対照研究では相関はみられなかったと報告されているが、

対照人数が少なく判断材料にはならなかった。また、発がん性について、IARC はエチレング

リコールを評価していない。 

 

なお、米国 EPA (IRIS)では、本評価書と同じ試験 (De Pass et al., 1986a) を用いているが、エ

ンドポイントが異なり、腎臓の顕著な障害を指標とした NOAEL を 200 mg/kg/日としている 

(U.S. EPA, 1989)。また、カナダ環境省及び保健省では、経口経路におけるラットの 16週間の

腎臓障害を指標とした NOAEL 71 mg/kg/日  (Guant et al., 1974)としている  (Environmental 

Canada, Health Canada, 2000)。 

 

9.2.3 暴露マージンと不確実係数積の算出 

エチレングリコールは、ヒトに対して主に吸入と経口の暴露経路からの摂取が推定されるが、

吸入暴露で評価できる試験データがないため、経口投与試験から得られた NOAEL を用いて、

経口経路及び全経路の合計の摂取量に対する MOE を算出した。また、採用した毒性試験デー

タに関する不確実係数積を求めた。 

 

a. 反復投与毒性に対する暴露マージンと不確実係数積 

a-1. 経口経路 

ラット の 2年間の経口投与試験の NOAEL 40 mg/kg/日を用いて、以下のように算出した。 

 

   MOE＝NOAEL / ヒト体重 1 kgあたりの 1日推定吸入摂取量 

      ＝40,000 (μg/kg/日) / 1.1 (μg/kg/日) 

      ＝36,000 

 

不確実係数: 動物とヒトの種差についての不確実係数 (10) 
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個人差についての不確実係数 (10) 

不確実係数積: 100 

 

a-2. 吸入と経口経路の合計 

 経口経路の NOAELを用いて、以下のように算出した。 

 

MOE＝NOAEL / ヒト体重 1 kgあたりの 1日合計推定摂取量 

＝40,000 (μg/kg/日) / 1.7 (μg/kg/日) 

＝24,000 

この場合、不確実係数積は、経口経路での 100とした。 

 

9.2.4 ヒト健康に対するリスク評価結果 

表 9-4に示すように、エチレングリコールの経口経路及び全経路の摂取量に対する MOE 

36,000、24,000 は、いずれも不確実係数積 100 より大きく、現時点ではヒト健康に悪影響を及

ぼすことはないと判断する。 

 

表 9-4 エチレングリコールのヒト健康に対するリスク評価結果 

摂取経路 
体重 1 kgあたりの 

1日推定摂取量 
(μg/kg/日) 

NOAEL 
(mg/kg/日) 

MOE 不確実係数積 

吸入 0.64 －1) －2) －2) 

経口 1.1 40 36,000 1004) 
全経路 
 (合計) 

1.7 403) 24,000 1004) 

1) 調査した範囲では影響を適切に評価できる試験は得られていない。 
2) 算出せず 
3) 経口経路の毒性量から、40 mg/kg/日を採用した 
4) 種差 (10)×個人差 (10) 

 

 

9.3 まとめ 

エチレングリコールは現時点では環境中の水生生物及びヒト健康に対し悪影響を及ぼすこ

とはないと判断する。 
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